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珠洲市総合病院 



病  院  理  念 
 
 

“市民の心の支えとなる地域の中核病院に” 

 
１．疾病の予防から在宅医療までの一環した体制の確立を目指します。 
 
１．安心と信頼の地域医療を目指します。 
 
１．いたわりの心で皆様の健康と命を守ります。 
 
 

基  本  方  針 
 
 私たちは、市民に信頼され、期待される病院であり続けるために、次のことに努めます。 
 
１．地域の人々に適切な医療を提供し、併せて健康の増進に努めます。 
１．医師をはじめ医療技術者等の研鑽を重ね、加えて研修・実習を担当し、技術の向上、医

療水準の向上発展に努めます。 
１．地域の医療機関等との連携を図り、地域に不足している分野の強化推進と、地域におけ

る役割分担を認識した、医療提供に努めます。 
１．患者さん中心の医療を堅持し、患者サービスの向上を図り、地域の人々に、信頼され、

地域への貢献に努めます。 
１．患者さんの権利の尊重とプライバシー保護を遵守し、看護の継続性の充実に努めます。 
１．患者さんが快適な環境で治療に専念でき、また職員が希望をもって働ける明るい病院と

し、併せて経営の健全化に努めます。 
１．病院全体に静かで明るい雰囲気が漂い、文化の香り豊かな病院づくりに努めます。 
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第1章 病院の沿革及び現況 

1.病院の沿革 
昭和 25 年 10月 6日 珠洲郡飯田町外 10 ヶ町村厚生医療組合立珠洲郡中央病院として開院 

病院の名称／珠洲郡中央病院 病床数／一般 30、伝染病 15 

昭和 27 年 3 月  伝染病棟新築 病床数／一般 60、伝染病 20、結核 15 

昭和 29 年 7 月  結核病棟新築 病床数／一般 60、伝染病 20、結核 40 

昭和 30 年 7 月  構成町村の統廃合により、珠洲市外一町厚生医療組合立珠洲郡中央病

院となる 

昭和 35 年 4 月  珠洲郡中央病院は珠洲市に帰属し名称を「珠洲市国民健康保険中央病

院」と改称し、珠洲市営病院として発足 

昭和 35・36 年度  病院改築第１期事業として病棟改築 病床数／一般 92、結核 40 

昭和 37 年 5 月  「基準看護」承認 基準給食承認 

 8 月  基準寝具承認 

昭和 38・39 年度  病院改築第２期事業として診療及び管理棟新築 

昭和 39 年 6 月  救急告示病院指定 

昭和 42 年 9 月  総合病院の指定承認・病院の名称を「国民健康保険珠洲市総合病院」

と改める 

病床数／一般 100、結核 40 

診療科目／内科、外科、産婦人科、耳鼻咽喉科、眼科 

 10月  整形外科開設 

 12月  基準看護「一類看護」承認 

昭和 45 年 4 月  小児科開設 

昭和 49・50 年度  結核病棟を改築し、一般病床の増床とリハビリテーション部門開設 

病床数／一般 125、結核 15 

昭和 50 年 6 月  基準看護「特一類看護」承認 

昭和 51 年 3 月  病院改修工事施工 窓枠取替 冷房設備新設 

昭和 53 年 4 月  労災指定病院指定 

昭和 54 年 3 月  へき地中核病院指定 診療棟増築 

へき地巡回診療開始／馬渡、大谷、折戸 

昭和 56 年 1 月  脳神経外科及び皮膚科・泌尿器科を開設 

 7 月  腎人工透析開始 

昭和 58・59 年度  病棟増築・病院改修工事（内部改装）及び透析部門増築 

昭和 59 年 5 月  増床許可 病床数／一般 175、結核 15 

診療科目／内科、外科、小児科、眼科、産婦人科、整形外科、脳神

経外科、耳鼻咽喉科、泌尿器科 

 9 月  全身用ＣＴスキャナー設置 

昭和 62 年 4 月  眼科医師常勤開設  

 7 月  へき地巡回診療地域の変更（馬渡→上黒丸） 

 9 月  病院運営協議会発足 

昭和 63 年 2 月  作業療法施設基準承認 

 4 月  耳鼻咽喉科常勤開設 

 9 月  へき地巡回診療地域の変更（上黒丸中止） 

 10月  脳神経外科常勤開設 

平成元年 9 月  脳神経外科専用病棟完成（改造工事） 

看護単位の変更（３単位→４単位） 

 12月  大谷診療所移転新築（旧大谷診療所廃止） 

平成 2年 6 月  三崎診療所廃止（昭和 48 年 5月以降休診） 

 7 月  新大谷診療所開設 
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平成 3年 4 月  基準看護「特二類看護」承認 

平成 4年 4 月  皮膚科開設 

 8 月  磁気共鳴断層撮影装置（ＭＲＩ）設置 

平成 6年 4 月  訪問看護室設置 

 7 月  基準病衣承認 

平成 7年 5 月  新看護体系承認 

 一般病棟／新看護（Ａ）2.5：1 

 結核病棟／新看護（Ａ）4：1 

平成 8年 6 月  医療相談室設置 

平成 9年 2 月  災害拠点病院指定 

 3 月  新病院建設工事完成 

 5 月  新病院竣工式 

結核医療機関の指定 

 6 月  名称を「珠洲市総合病院」として珠洲市野々江町ユ部１番地１で開院

病床数／199 床（一般 160、療養型 32、結核 7） 

診療科目 10 科→14 科（神経内科、リハビリテーション科、精神科、

放射線科を追加標榜） 

院内にオーダリングシステムの導入 

処方・検査・給食・放射線オーダー等の導入 

県内公立病院で初めて療養型病床群を新設 

寝食分離による患者食堂（デイルーム）設置（3箇所） 

ＲＩ（核医学診断装置）、泌尿器科用Ｘ線装置、血管造影装置等の導入

 11月  泌尿器科常勤開設 

平成 10 年 9 月  金沢医科大学附属病院より麻酔医派遣（毎週月曜日派遣） 

平成 11 年 6 月  外来診療に予約制を一部導入 

 9 月  財務会計・固定資産・物品管理電算システムを構築 

駐車場新設工事施工（駐車台数 92 台可能） 

 11月  介護保険施設指定（許可）申請（介護療養型医療施設 定員 8人） 

平成 12 年 1 月  指定居宅介護支援事業者指定（許可）申請 

（指定居宅サービスはみなし指定） 

 3 月  生活保護法指定介護機関指定申請 

 4 月  介護サービスの提供開始（医療保険と介護保険制度が確立） 

平成 13 年 4 月  リハビリテーション科に言語聴覚士採用 

 8 月  病床種別の届出（一般 160、療養 32、結核 7） 

 9 月  術中病理画像伝送装置（テレパソロジー）設置 

金沢大学医学部病理学教室へ診断依頼 

周産期母子医療支援システムの導入 

 11月  健診科開設・健診システムの導入 

平成 14 年 4 月  週休二日制の試行開始（完全土曜日閉院） 

皮膚科常勤開設 

 7 月  神経内科の休止 

平成 15 年 1 月  能登北部の病院における診療を支援するための相互応援体制に関する

覚書締結 

 4 月  へき地医療拠点病院に指定 

泌尿器科の診療が毎週 2 回（火曜・金曜日）に変更 

 5 月  医療相談窓口コーナーの設置（ソーシャルワーカーの常駐） 

平成 16 年 1 月  院内完全禁煙実施（喫煙コーナーの設置・分煙機の撤去） 

 3 月  金沢大学附属病院臨床研修病院指定（協力型臨床研修施設） 

 4 月  泌尿器科の診療が隔週火曜日のみに変更 

 12月  新医療情報システムを構築して運用開始 

   個人情報保護推進委員会を組織する 
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平成 17 年 4 月  個人情報保護法が施行される 

 5 月  市民ボランティア活動開始（正面玄関前交通整理等） 

 10月  金沢大学寄附講座「地域医療学講座」の開設 

呼吸器外科の診療開始 

平成 18 年 4 月  地域医療連携室を開設、 

   外来窓口業務を全面委託化 

泌尿器科の診療が週 1回（月曜日）に変更 

入院基本料届出 一般・結核病棟 13 対 1 

看護補助加算届出 一般病棟 10 対 1 

 6 月  診療録管理委員会の組織を設置 

船員法施行規則第 57 条第 4号の規定に基づく医師として指定 

 7 月  石川県地域医療支援医師修学資金貸与事業の経費負担の協力締結 

入院基本料届出 一般・結核病棟 10 対 1 

施設基準届出 療養病棟 8 割未満 

 9 月  金沢医科大学病院臨床研修病院指定（協力型臨床研修施設） 

遠隔放射線画像支援システムが稼動 

   金沢大学放射線科との送受信開始 

 11月  遠隔画像診断の施設基準届出 

平成 19 年 1 月  診療録管理規定・記録開示指針等の制定 

   障害者自立支援法第 54 条第 2項の規定による指定自立支援 

医療機関の指定（更正医療・育成医療） 

 2 月  船員保険生活習慣病予防健診委託契約締結 

公立宇出津総合病院と「医療連携・病院経営合同懇談会」 

（第 1回）の開催 

 4 月  皮膚科の診療が週 3 回（月・水・木曜日）に変更（非常勤） 

「糖尿病予防教室」と名称変更し開設（一般住民にも開放） 

石川県看護師等修学資金貸与事業に要する経費負担の協定締結 

 5 月  院内に自動体外式除細動器（AED）配置 

 7 月  精神科の診療が毎週金曜日に変更 

   病院派遣型再就職支援事業の申出書提出 

 12月  金沢大学寄附講座「地域医療学講座」研究結果報告 

平成 20 年 4 月  能登北部地域医療協議会の発足 

 7 月  マルチスライス CT 装置を更新 

能登脳卒中地域連携クリティカルパスに参加 

 10月  石川県地域医療支援センターと石川県地域医療人材バンクの連携によ

り、内科医が 1名着任 

日本眼科学会専門医制度研修施設の認定 

平成 21 年 1 月  会計システム（POS レジ）を導入 

 2 月  「珠洲市総合病院改革プラン」策定 

 4 月  眼科の診療が週 2回（水・金曜日）の午後に変更（非常勤） 

   精神科の診療が週 2 回（水・金曜日）に変更 

平成 22 年 2 月  磁気共鳴画像診断装置（ＭＲＩ）を更新 

 5 月  医師住宅 A棟・B棟を新築（野々江町地内） 

 9 月  検査室に自動分析装置を更新 

平成 23 年 3 月  医師住宅 C棟を新築（野々江町地内） 

平成 24 年 2 月  血管撮影（造影）装置を導入 

 3 月  医師住宅（野々江住宅１、2号棟）を改築 

   JA すずしより JA 共済「地域の安全・安心ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」 

高規格救急車寄附収受 

 8 月  ＷＨＯ・ユニセフより「赤ちゃんにやさしい病院（ＢＦＨ）」に認定 
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平成 24 年 10月  病院フェスタ開催 

 11月  院内ナースコール更新 

   院内空調設備更新 

平成 25 年 1 月  電子カルテシステムに移行 

 3 月  医師住宅（野々江マンション）を改築 
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2.病院の概要 
 

名   称 珠洲市総合病院 
 

所 在 地 珠洲市野々江町ユ部１番地１ 
 ＴＥＬ 0768-82-1181（代表） 
 ＦＡＸ 0768-82-1191 
 E-mail byouin@city.suzu.ishikawa.jp 
 

開 設 者 
 
 
病 院 長 
 

珠洲市長  泉谷 満寿裕 
 
 
追分 久憲 
 

 
敷地面積  
 
建物延面積 
 
診療科目  
（13 科） 
 
 

 
46,366.55 ㎡ 
 
12,249.30 ㎡ 
 
内科、外科、小児科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、整形外科、 
脳神経外科、泌尿器科、皮膚科、精神科、放射線科、 
リハビリテーション科 
 

許可病床数 
 
保険診療  

199 床（一般 160 床、療養型 32 床、結核 7 床） 
 
10：1 入院基本 

  
 
診療指定  

 
保険医療機関、救急指定病院、へき地医療拠点病院、災害拠点病院 
労災保険指定医療機関、結核医療機関、生活保護法指定医療機関 
母体保護法指定病院、特定疾患治療研究医療機関、養育医療機関 
被爆者一般疾病医療機関、小児慢性特定疾患治療医療研究機関 
身体障害福祉法腎臓更正医療担当医療機関 
身体障害福祉法耳鼻咽喉科更正医療担当医療機関 
労災特別加入健診指定医療機関 
 

施設基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【基本診療料】 
一般病棟入院基本料(10 対 1) 療養病棟入院基本料 結核病棟入院基本料 
妊産婦緊急搬送入院基本料 重症者等療養環境特別加算 退院調整加算 
重症皮膚潰瘍管理加算 ハイリスク妊娠管理加算 診療録管理体制加算 
救急医療管理加算・看護必要度加算 救急搬送患者地域連携紹介加算  
急性期看護補助体制加算 医師事務作業補助体制加算 データ提出加算 
亜急性期入院医療管理料１ 医療安全対策加算 感染防止対策加算  
患者サポート充実加算 救急搬送患者地域連携受入加算  
 
【特掲診療料】 
高度難聴指導管理料 地域連携診療計画管理料 医療機器安全管理料１ 
地域連携診療計画退院時指導料 薬剤管理指導料 検体検査管理加算 
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施設基準 
 
 

コンタクトレンズ検査料１ 遠隔画像診断 CT 撮影及び MRI 撮影 
外来化学療法加算２ 無菌製剤処理料 脳血管疾患等ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料(Ⅰ）・

初期加算 運動器ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料(Ⅰ)・初期加算 呼吸器ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料(Ⅰ)・
初期加算 外来ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ診療料 ペースメーカー移植術・交換術 
透析液水質確保加算 在宅療養支援病院 ＨＰＶ核酸同定検査  
がん性疼痛緩和指導管理料 在宅患者訪問看護・指導料３ 輸血管理料Ⅱ

輸血適正使用加算 人工肛門・人工膀胱造設術前処置加算 
時間内歩行試験 がん治療連携指導料 
医科点数表第 2 章第 10 部手術の通則 5 及び 6（歯科点数表第 2 章第 9 部の

通則 4 を含む。）に掲げる手術 
 
【その他】 
入院時食事療養(Ⅰ)特別管理 
明細書発行について「正当な理由」に該当する旨 
 
 

 

-　6　-



正職員 臨職員 正職員 臨職員 正職員 臨職員

14 2 14 3 14 2

126 17 125 24 123 25

看 護 師 90 7 89 13 88 14

助 産 師 5 5 6

保 健 師 1 1

准 看 護 師 18 2 17 2 15

看 護 助 手 13 8 13 9 13 11

33 6 33 5 36 7

薬 剤 師 7 7 7 1

診療放射線技師 6 7 7

臨 床 検 査 技 師 6 1 7 7 1

作 業 療 法 士 4 4 4

理 学 療 法 士 6 4 7

言 語 聴 覚 士 2 2 2

管 理 栄 養 士 2 2 2

栄 養 士 1 1 1

そ の 他 4 4 4

18 1 17 3 18 7

3 13 3 13 2 15

調 理 師 1 12 1 12 14

技 術 員 2 1 2 1 2 1

194 39 192 48 193 56

3.職員の現況

職員数の推移（各年度3月31日現在）

平成22年度

総 計

事 務 職 員

そ の 他 の 職 員

医 療 技 術 部 門

内
 
 
訳

内
 
 
訳

内
 
訳

看 護 部 門

医 師

平成23年度

（単位：人）

平成24年度

　職　種

　　　　　年　度
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災 害 医 療 対 策 委 員 会

院 長

技術部門

副 院 長

地域医療連携室長

事務局長

院 内 感 染 対 策 委 員 会

防 火 管 理 委 員 会

診療部門
（医局）

医 事 係

看護部門

地域医療対策室長

副 院 長

総看護師長

事務局

施 設 ・ 用 度 係

管 理 係

訪問看護室

外来

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 科

放 射 線 科

手術室・中央材料室

人 工 透 析 室

各 科 外 来

３ 階 東 病 棟 （ 療 養 型 ）

２ 階 東 病 棟

２ 階 南 病 棟

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 科

地 域 医 療
連 携 室

医 療 情 報 管 理

医 療 福 祉 相 談

放 射 線 科

臨 床 検 査 科

栄 養 科

薬 局

脳 神 経 外 科

３ 階 南 病 棟 ・ 西 病 棟

外 科

整 形 外 科

耳 鼻 咽 喉 科

眼 科

産 婦 人 科

小 児 科

医 療 事 故 防 止 委 員 会

内 科

大 谷 診 療 所

折 戸 診 療 所

健 診

訪 問 看 護

精 神 科

泌 尿 器 科

皮 膚 科

医療機器等安全管理委員会

医療ｶﾞｽ安全対策委員会

安全管理部門

輸 血 療 法 委 員 会

薬 事 委 員 会

 珠洲市総合病院組織機構図 平成24年4月1日現在

市 長
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第2章　決算の概要
1.収益費用明細書

(単位：円、％）

金 額 前年比 金 額 前年比 金 額 前年比
病院事業収益 4,034,871,444 106.0 4,115,626,203 102.0 4,074,169,610 99.0
医業収益 3,669,612,233 104.3 3,829,847,558 104.4 3,806,898,872 99.4
入院収益 1,574,138,138 109.4 1,628,351,991 103.4 1,644,992,871 101.0
外来収益 1,878,385,187 100.2 1,974,307,783 105.1 1,931,672,999 97.8
その他医業収益 135,682,707 107.4 144,391,013 106.4 150,415,452 104.2
室料差額収益 30,034,843 108.8 29,506,582 98.2 31,290,222 106.0
一般会計負担金 46,316,000 101.9 45,562,000 98.4 45,136,000 99.1
へき地巡回収益 2,932,390 154.3 3,417,050 116.5 2,509,490 73.4
公衆衛生活動収益 33,232,348 114.8 42,044,294 126.5 42,678,047 101.5
受託検査施設利用収益 10,919,053 102.0 11,111,592 101.8 11,171,471 100.5
その他医業収益 12,248,073 104.4 12,749,495 104.1 17,630,222 138.3
介護保険収益 81,406,201 103.7 82,796,771 101.7 79,817,550 96.4
居宅ｻｰﾋﾞｽ収益 32,716,598 116.9 26,500,540 81.0 27,310,407 103.1
施設ｻｰﾋﾞｽ収益 44,863,896 95.1 52,699,991 117.5 49,123,347 93.2
その他雑収益 3,825,707 114.8 3,596,240 94.0 3,383,796 94.1

医業外収益 359,637,258 125.7 284,852,927 79.2 262,929,894 92.3
受取利息及び配当金 1,429,992 55.9 956,187 66.9 238,868 25.0
預金利息 1,429,992 55.9 956,187 66.9 238,868 25.0
他会計補助金 145,487,000 187.8 74,647,000 51.3 76,909,800 103.0
一般会計補助金 139,990,000 194.3 68,939,000 49.2 69,264,800 100.5
国保会計補助金 5,497,000 101.6 5,708,000 103.8 7,645,000 133.9
県支出金 16,392,000 102.4 14,736,082 89.9 13,529,000 91.8
県補助金 16,392,000 102.4 14,736,082 89.9 13,529,000 91.8
負担金交付金 135,822,000 101.5 129,893,000 95.6 107,481,000 82.7
一般会計負担金 135,822,000 101.5 129,893,000 95.6 107,481,000 82.7
患者外給食収益 2,282,623 120.6 2,221,862 97.3 1,763,956 79.4
その他医業外収益 58,223,643 106.8 62,398,796 107.2 63,007,270 101.0
不用品売却収益 830 25.0 0 皆減 1,690 皆増
その他雑収益 58,022,813 106.6 62,398,796 107.5 62,805,580 100.7
寄附金 200,000 200.0 0 皆減 200,000 皆増

特別利益 5,621,953 1,257.0 925,718 16.5 4,340,844 468.9
0 835,143 皆増 0 皆減

過年度損益修正益 5,621,953 1,257.0 90,575 1.6 4,340,844 4,792.5
診療所事業収益 7,690,981 91.4 6,094,471 79.2 7,153,762 117.4
大谷診療所医業収益 4,611,741 95.9 5,725,471 124.1 7,091,762 123.9
外来収益 4,611,741 95.9 5,725,471 124.1 7,091,762 123.9
その他医業収益 0 0 0
公衆衛生活動収益 0 0 0
医療相談収益 0 0 0
その他医業収益 0 0

大谷診療所医業外収益 3,079,240 85.4 369,000 12.0 62,000 16.8
受取利息及び配当金 0 0 0
預金利息 0 0 0
他会計補助金 1,544,000 44.1 298,000 19.3 8,000 2.7
一般会計補助金 0 皆減 0 0
国保会計補助金 1,544,000 103.1 298,000 19.3 8,000 2.7
負担金交付金 1,535,240 1,476.2 71,000 4.6 54,000 76.1
一般会計負担金 1,535,240 1,476.2 71,000 4.6 54,000 76.1
その他医業外収益 0 0 0
その他雑収益 0 0 0

特別利益 0 0 0
過年度損益修正益 0 0 0

収益合計 4,042,562,425 106.04,121,720,674 102.04,081,323,372 99.0

平成24年度

固定資産売却収益

平成23年度平成22年度
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金 額 前年比 金 額 前年比 金 額 前年比
病院事業費用 4,061,343,628 100.9 4,045,526,536 99.6 3,959,711,800 97.9
医業費用 3,802,997,134 101.2 3,793,082,463 99.7 3,724,605,812 98.2
給与費 1,777,920,489 103.0 1,727,788,264 97.2 1,777,846,903 102.9
給　料 703,039,985 99.6 691,212,369 98.3 681,461,522 98.6
手　当 442,305,033 100.0 461,981,990 104.4 466,437,070 101.0
賃　金 208,580,141 106.5 227,300,877 109.0 250,152,733 110.1
報　酬 0 0 0
法定福利費 248,144,420 106.9 256,088,042 103.2 255,804,328 99.9
退職給与金 175,850,910 117.2 91,204,986 51.9 123,991,250 135.9

材料費 1,296,043,060 97.7 1,326,029,357 102.3 1,302,252,536 98.2
薬品費 1,101,754,581 97.6 1,113,285,861 101.0 1,063,567,445 95.5
診療材料費 158,947,577 96.5 178,522,539 112.3 202,456,132 113.4
給食材料費 32,307,001 105.8 30,453,491 94.3 32,696,029 107.4
医療消耗備品費 3,033,901 127.5 3,767,466 124.2 3,532,930 93.8

経　費 391,449,079 106.4 405,812,357 103.7 429,102,226 105.7
旅費交通費 8,321,276 84.8 9,947,477 119.5 10,238,506 102.9
職員被服費 1,811,260 473.7 325,165 18.0 2,814,370 865.5
消耗品費 18,515,738 102.0 18,369,294 99.2 19,859,326 108.1
消耗備品費 1,021,476 106.5 1,774,688 173.7 1,393,245 78.5
光熱水費 53,489,337 102.1 53,893,373 100.8 54,450,964 101.0
燃料費 28,740,539 121.2 33,933,720 118.1 36,179,860 106.6
食糧費 7,977 20.7 34,505 432.6 53,783 155.9
印刷製本費 4,730,691 128.5 2,902,035 61.3 1,205,676 41.5
修繕費 24,494,353 116.4 24,746,329 101.0 39,520,026 159.7
保険料 11,056,154 97.1 11,914,249 107.8 11,400,004 95.7
賃借料 40,757,213 110.1 34,178,493 83.9 37,322,062 109.2
通信運搬費 3,128,085 101.4 2,922,840 93.4 3,183,048 108.9
委託料 183,564,864 103.6 199,536,193 108.7 200,751,656 100.6
交際費 346,727 103.8 301,641 87.0 422,961 140.2
諸会費 1,498,240 111.3 1,345,506 89.8 1,510,265 112.2
公課費 117,600 161.1 60,400 51.4 138,800 229.8
役務費 2,223,818 98.6 2,212,746 99.5 2,152,383 97.3
雑　費 7,623,731 151.3 7,413,703 97.2 6,505,291 87.7

減価償却費 299,058,411 101.5 285,288,827 95.4 169,961,452 59.6
建物減価償却費 55,026,293 99.2 61,455,888 111.7 62,549,173 101.8
建物附属設備減価償却費 152,816,420 100.0 152,970,860 100.1 24,047,376 15.7
構築物減価償却費 5,591,521 82.6 5,591,521 100.0 5,591,521 100.0
器械器具減価償却費 77,972,340 109.1 57,685,074 74.0 68,112,503 118.1
車両減価償却費 665,752 51.0 650,038 97.6 4,162,862 640.4
備品減価償却費 6,986,085 101.6 6,935,446 99.3 5,498,017 79.3

資産減耗費 5,632,800 38.1 15,675,276 278.3 6,706,314 42.8
たな卸資産減耗費 0 0 0
固定資産除却費 5,632,800 38.1 15,675,276 278.3 6,706,314 42.8

研究研修費 6,888,134 116.6 7,333,348 106.5 7,474,976 101.9
研究材料費 0 0 0
謝　金 0 皆減 189,048 皆増 112,000 59.2
図書費 2,890,939 94.8 2,816,185 97.4 1,849,853 65.7
旅　費 3,069,486 152.4 2,789,983 90.9 3,983,112 142.8
研究雑費 927,709 112.1 1,538,132 165.8 1,530,011 99.5

へき地巡回医療費 4,527,652 128.2 3,767,602 83.2 3,178,645 84.4
給　料 1,919,336 129.6 1,943,886 101.3 1,905,596 98.0
手　当 1,478,955 113.7 582,416 39.4 494,647 84.9
賃　金 0 0 0
法定福利費 259,463 94.4 230,145 88.7 200,930 87.3
へき地巡回経費 869,898 182.9 1,011,155 116.2 577,472 57.1

へき地医療診療支援ｼｽﾃﾑ費 21,477,509 105.4 21,387,432 99.6 23,988,708 112.2
消耗品費 49,600 52.3 0 皆減 147,000 皆増
通信運搬費 177,662 100.6 177,070 99.7 156,948 88.6
賃借料 10,059,600 100.0 9,864,860 98.1 9,725,760 98.6
委託料 11,190,647 111.8 11,345,502 101.4 13,959,000 123.0

(単位：円、％）
平成24年度平成23年度平成22年度
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金 額 前年比 金 額 前年比 金 額 前年比

(単位：円、％）
平成24年度平成23年度平成22年度

消耗備品費 0 皆減 0 0
医業外費用 245,761,916 96.7 237,731,878 96.7 232,576,275 97.8
支払利息及び企業債取扱諸費 153,224,547 95.6 145,815,142 95.2 138,508,941 95.0
企業債利息 153,224,547 95.6 145,815,142 95.2 138,508,941 95.0
一時借入金利息 0 0 0

繰延勘定償却 4,638,892 90.2 5,529,648 119.2 5,529,648 100.0
控除対象外消費税額償却 4,638,892 90.2 5,529,648 119.2 5,529,648 100.0

患者外給食材料費 3,523,576 97.2 3,595,511 102.0 3,038,047 84.5
給食材料費 3,523,576 97.2 3,595,511 102.0 3,038,047 84.5

消費税及び地方消費税 0 0 0
雑支出 84,374,901 99.3 82,791,577 98.1 85,499,639 103.3
その他雑支出 84,374,901 99.3 82,791,577 98.1 85,499,639 103.3

特別損失 12,584,578 105.6 14,712,195 116.9 2,529,713 17.2
過年度損益修正損 12,584,578 105.6 14,712,195 116.9 2,529,713 17.2

診療所事業費用 7,690,981 91.4 5,889,639 76.6 6,991,115 118.7
大谷診療所医業費用 7,666,513 91.4 5,859,484 76.4 6,974,854 119.0
給与費 3,577,716 84.0 3,605,430 100.8 5,088,534 141.1
給　料 832,264 42.8 583,392 70.1 234,283 40.2
手　当 754,290 52.6 545,581 72.3 828,813 151.9
賃　金 1,646,818 329.7 2,062,753 125.3 3,540,641 171.6
法定福利費 344,344 90.2 413,704 120.1 484,797 117.2

材料費 3,808,623 108.7 1,839,164 48.3 1,585,563 86.2
薬品費 3,808,623 108.7 1,839,164 48.3 1,585,563 86.2
診療材料費 0 0 0
医療消耗備品費 0 0 0

経　費 254,299 112.7 334,011 131.3 219,878 65.8
旅費交通費 0 0 0
職員被服費 0 0 0
消耗品費 3,762 27.2 8,300 220.6 7,860 94.7
消耗備品費 30,000 皆増 0 皆減 0
光熱水費 0 0 0
燃料費 54,196 97.2 64,654 119.3 62,814 97.2
印刷製本費 0 0 0
修繕費 0 103,000 皆増 0 皆減
保険料 116,849 100.0 115,238 98.6 115,072 99.9
賃借料 18,100 172.4 14,510 80.2 6,174 42.5
通信運搬費 28,333 98.7 28,309 99.9 27,958 98.8
委託料 0 0 0
役務費 0 0 0
雑　費 3,059 皆増 0 皆減 0

減価償却費 25,875 6.5 80,879 312.6 80,879 100.0
建物減価償却費 皆減 0 0
備品減価償却費 25,875 100.0 80,879 312.6 80,879 100.0

研究研修費 0 0 0
図書費 0 0 0
旅　費 0 0 0
研究雑費 0 0 0

大谷診療所医業外費用 24,351 91.2 25,034 102.8 15,736 62.9
支払利息及び企業債取扱諸費 17,644 82.9 14,110 80.0 10,504 74.4
企業債利息 17,644 82.9 14,110 80.0 10,504 74.4

雑支出 6,707 123.7 10,924 162.9 5,232 47.9
その他雑支出 6,707 123.7 10,924 162.9 5,232 47.9

特別損失 117 2.3 5,121 4,376.9 525 10.3
過年度損益修正損 117 2.3 5,121 4,376.9 525 10.3

費用合計 4,069,034,609 100.94,051,416,175 99.63,966,702,915 97.9

当年度純損益 △ 26,472,184 12.0 70,304,499△ 265.6 114,620,457 163.0
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2.資本的収入及び支出

　収　　　　　　入

金 額 前年比 金 額 前年比 金 額 前年比

病院事業資本的収入 292,439,000 60.6 431,922,000 147.7 610,671,000 141.4

企業債 51,500,000 54.9 148,400,000 288.2 155,000,000 104.4

県支出金 39,830,000 75.9 44,100,000 110.7 146,367,000 331.9

県補助金 39,830,000 75.9 44,100,000 110.7 146,367,000 331.9

他会計負担金 201,109,000 96.8 207,534,000 103.2 264,304,000 127.4

一般会計負担金 201,109,000 96.8 207,534,000 103.2 264,304,000 127.4

他会計補助金 皆減 6,888,000 皆増 40,000,000 580.7

国保会計補助金 皆減 6,888,000 皆増 40,000,000 580.7

寄付金 25,000,000 皆増 5,000,000 20.0

診療所事業資本的収入 263,000 106.5 279,000 106.1 297,000 106.5

他会計負担金 263,000 106.5 279,000 106.1 297,000 106.5

一般会計負担金 263,000 106.5 279,000 106.1 297,000 106.5

　支　　　　　　出

金 額 前年比 金 額 前年比 金 額 前年比

病院事業資本的支出 528,617,864 106.4 570,766,210 108.0 794,252,743 139.2

建設改良費 212,451,202 128.3 242,597,830 114.2 467,522,540 192.7

営業設備費 45,103,502 29.4 173,092,930 383.8 355,692,290 205.5

備品購入費 3,816,137 69.6 6,288,895 164.8 5,774,480 91.8

医療器械購入費 41,287,365 27.9 141,710,625 343.2 339,910,200 239.9

自動車購入費 25,093,410 皆増 10,007,610 39.9

164,617,700 1,693.3 55,216,500 33.5 7,962,150 14.4

(住)委託料 3,738,000 349.0 3,160,500 84.6 498,750 15.8

(住)工事請負費 160,314,000 皆増 51,996,000 32.4 7,463,400 14.4

(住)負担金 524,700 皆増 皆減

(住)雑費 41,000 50.0 60,000 146.3 皆減

2,730,000 122.3 皆減

工事請負費 2,730,000 963.0 皆減

14,288,400 皆増 皆減

院内空調更新事業費 78,813,000 皆増

(院内空調)委託料 483,000 皆増

(院内空調)工事請負費 78,330,000 皆増

院内設備更新事業費 25,055,100 皆増

(院内設備)工事請負費 25,055,100 皆増

企業債償還金 313,766,662 95.8 324,168,380 103.3 321,830,203 99.3

企業債償還元金 313,766,662 95.8 324,168,380 103.3 321,830,203 99.3

投　資 2,400,000 66.7 4,000,000 166.7 4,900,000 122.5

長期貸付金 2,400,000 66.7 4,000,000 166.7 4,900,000 122.5

看護師等修学資金貸付金 2,400,000 66.7 4,000,000 166.7 4,900,000 122.5

診療所事業資本的支出 806,579 192.0 420,000 52.1 420,000 100.0

建設改良費 386,579 皆増 皆減

営業設備費 386,579 皆増 皆減

備品購入費 386,579 皆増 皆減

企業債償還金 420,000 100.0 420,000 100.0 420,000 100.0

企業債償還元金 420,000 100.0 420,000 100.0 420,000 100.0

院内改修事業

医師住宅整備事業費

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ対応設備整備事業費

平成22年度

平成22年度

(単位：円、％）
平成24年度

平成24年度

平成23年度

平成23年度
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3.貸借対照表
(単位：円、％）

金 額 前年比 金 額 前年比 金 額 前年比
固定資産 4,958,878,586 98.0 4,890,811,832 98.6 5,164,236,852 105.6

有形固定資産 4,948,918,586 98.0 4,876,851,832 98.5 5,145,376,852 105.5
土　地 1,056,779,264 100.0 1,056,779,264 100.0 1,056,779,264 100.0
建　物 3,512,384,258 104.7 3,539,923,402 100.8 3,541,667,247 100.0
減価償却累計額（△） 814,945,701 107.2 853,771,989 104.8 911,050,465 106.7
建物附属設備 2,575,267,000 100.1 2,579,627,000 100.2 2,678,549,000 103.8
減価償却累計額（△） 2,139,429,880 107.7 2,292,400,740 107.2 2,316,448,116 101.0
構築物 604,417,995 100.0 604,417,995 100.0 604,417,995 100.0
減価償却累計額（△） 429,492,440 101.3 435,083,961 101.3 440,675,482 101.3
器械及び装置 2,023,269,228 99.2 2,033,708,728 100.5 2,302,886,428 113.2
減価償却累計額（△） 1,494,060,078 101.9 1,434,278,628 96.0 1,453,299,461 101.3
車両運搬具 21,538,619 100.0 45,439,779 211.0 51,181,320 112.6
減価償却累計額（△） 18,367,923 103.8 19,017,961 103.5 19,757,565 103.9
備　品 257,325,398 101.5 263,352,822 102.3 265,823,677 100.9
減価償却累計額（△） 205,767,154 103.5 211,843,879 103.0 214,696,990 101.3
建設仮勘定 0 皆減 0 0

投　資 9,960,000 131.7 13,960,000 140.2 18,860,000 135.1
長期貸付金 9,960,000 131.7 13,960,000 140.2 18,860,000 135.1

流動資産 1,992,657,683 103.2 2,156,522,628 108.2 2,198,204,295 101.9
現金預金 1,286,307,938 108.8 1,456,309,277 113.2 1,390,065,458 95.5
未収金 631,074,802 96.7 680,860,874 107.9 794,991,734 116.8
貯蔵品 75,030,762 126.5 19,146,163 25.5 13,011,069 68.0
前払費用 195,500 78.0 122,000 62.4 122,000 100.0
前払金 48,681 0.1 84,314 173.2 14,034 16.6

繰延勘定 21,747,155 131.2 27,401,631 126.0 43,388,455 158.3
控除対象外消費税額 21,747,155 131.2 27,401,631 126.0 43,388,455 158.3

資産合計 6,973,283,424 99.5 7,074,736,091 101.5 7,405,829,602 104.7
固定負債 0 0 0

引当金 0 0 0
退職給与引当金 0 0 0
修繕引当金 0 0 0

流動負債 473,733,242 103.5 398,882,790 84.2 326,638,047 81.9
一時借入金 0 0 0
未払金 473,733,242 103.5 398,882,790 84.2 326,638,047 81.9

医業未払金 472,128,642 103.7 397,088,690 84.1 325,026,247 81.9
未払消費税及び地方消費税 1,604,600 79.7 1,794,100 111.8 1,611,800 89.8

その他流動負債 0 0 0
資本金 6,343,684,690 96.0 6,715,986,412 105.9 6,548,736,209 97.5

自己資本金 1,054,730,704 100.0 1,603,220,806 152.0 1,603,220,806 100.0
借入資本金 5,288,953,986 95.3 5,112,765,606 96.7 4,945,515,403 96.7

企業債 5,288,953,986 95.3 5,112,765,616 96.7 4,945,515,403 96.7
他会計借入金 0 0 0

剰余金 155,865,492 △ 264.8 40,133,111 25.7 530,455,346 1,321.7
資本剰余金 2,390,999,557 111.2 898,362,557 37.6 1,354,330,557 150.8

国県補助金 495,937,000 108.7 545,311,000 110.0 731,678,000 134.2
その他資本剰余金 1,895,062,557 111.9 353,051,557 18.6 622,652,557 176.4

利益剰余金 △ 2,235,134,065 101.2 △ 1,008,800,167 45.1 △ 938,495,668 93.0
減債積立金 140,060,000 100.0 140,060,000 100.0 140,060,000 100.0
利益積立金 0 0 0
建設改良積立金 0 0 0
当年度未処理欠損金（△） 2,375,194,065 101.1 1,078,555,668 45.4 963,935,211 89.4

負債資本合計 6,973,283,424 99.5 7,074,736,091 101.5 7,405,829,602 104.7

平成24年度平成22年度 平成23年度
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11,808

10,616

22年度 23年度

43,684

6,750

8,639 8,594

7,014

介 護 保 険

皮 膚 科

泌 尿 器 科

第３章　業務の概要

区　　分
24年度 前年比

入　　　　　　　院

(１)入院・外来別患者数

１．患者の状況

整 形 外 科

43,006

298 666 393 59.0

97.517,745

5,770

17,298

１ヵ月平均

１日 平 均

18,420

6,275

合 計

13,172

耳鼻咽喉科

産 婦 人 科

脳神経外科

眼 科

外　　　　　　　　来

22年度 23年度 24年度 前年比

594

6,247 89.1

4,343 4,025 92.74,202

93.8

6,957 120.6

1,724 1,931 1,897 98.2 4,649 4,461 4,283

70.7 11,323

96.0

751

13,100 110.9 28,850 28,709 26,399 92.0

840 12,543

9,319 9,575 8,123 84.8 9,664 10,055 9,664 96.1

(51)2,803(53)2,735(51)2,694 98.5

51 140 74 52.9 6,120 6,002 5,783 96.4

7,661 6,170 6,044 98.02,246 2,418 1,841 76.1

53,156 52,033 52,004 99.9 138,855 136,469 129,173 94.7

94.74,429.7 4,336.1 4,333.7 99.9 10,764.411,372.411,571.3

94.3145.6 142.2 142.5 559.3 527.2100.2

注：()内数字は稼動日数を示したもの

571.4

(単位：人、％)

内 科

外 科

小 児 科 6,919 80.5

42,173 98.1

151.5

(102)4,326 106.8(99)4,051(98)3,290

短 期 入 所 1,727900 1,140

精 神 科

１日平均患者の推移（５年間）

142 145 146 142
143

571
575 552 560 527

0人

200人

400人

600人

800人

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

入院

外来
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(２)外来初診患者数
(単位：人、％)

22年度 23年度 24年度

102.52,051

前年比

78.2

74.5

86.4

90.0

88.6

97.8

535

11,703

105.8104

92.7

91.3

101.3

80.6

69

12,562

2,001

381

2,967

2,354

471

3,201

269

1,565

110.71,157

380

98

1,0451,105

199

1,503

604

1,871

601

1,848

391

82

脳 神 経 外 科

泌 尿 器 科

皮 膚 科

精 神 科

眼 科

耳 鼻 咽 喉 科

産 婦 人 科

整 形 外 科

区 分

内 科

外 科

小 児 科

172

110

1,830

385

79

298

介 護 保 険 606 550 510

合 計 10,690

1,352

2,211

0人

300人

600人

900人

1,200人

1,500人

1,800人

2,100人

2,400人

2,700人

3,000人

3,300人

内
科

外
科

小
児
科

眼
科

耳
鼻
咽
喉
科

産
婦
人
科

整
形
外
科

脳
神
経
外
科

泌
尿
器
科

皮
膚
科

精
神
科

介
護
保
険

22年度

23年度

24年度
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（３）平均在院日数
（単位：日）

医療型

介護型

（年間入院患者数+年間退院患者数）÷2

（４）病床利用率

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計（平均）

78.681.580.880.975.772.967.964.165.366.473.071.2 73.2
65.068.776.774.567.071.368.168.768.171.481.577.0 71.5
70.774.673.668.872.568.271.271.075.474.771.467.0 71.6

*平均在院日数　＝
年間在院患者数

結　　核 45.0 41.7 25.2

療
養

57.7 40.7 20.6

110.9 192.4 165.1

24年度

一　　般 19.1 16.5 17.4

22年度 23年度

　（単位：％）

24年度

22年度
23年度

月
0

65

70

75

80

85

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

22年度

23年度

24年度

0日

40日

80日

120日

160日

200日

医療型 介護型

一　　般 療養 結　　核

22年度

23年度

24年度

%
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(５)休日及び時間外救急取り扱い患者数

外来

入院

外来

小計

外来

入院

外来

入院

入院

外来

小計

入院

小計

入院

外来

小計

外来

入院

外来

小計

6月 7月

(単位：人)

4月 5月

23年度

4,790

4,104

24年度22年度区　　分

4,5644,959

4,208

総　　数

外　来 3,867

入　院 686 751

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

27 25 42 29 16

115 123 160 204

21 26 29 24

158 120

9 5 8 6 8 8 9

148

24 5 13

25 31 26 27 34 23 31

8

31 27

1 1 1 1 0 0 0 1

34

3 0 0 0

35 34 77 81

0 0

77 81

0 0 00 0 0 0 0

2 3 2

0

12 0 0 1 1 1 1 0

8

2 1 0

33 22 13

21 13

27

8 12 4 7 7 8 6 9 11産
婦
人
科

8 12 10

23 25 9 21 20 18

10 5 2 109 513 8 6 7

52 44

24 2613 16 24 19

7 7

50

10 10 6 9 4 5 6

39 55

411 9 10 2

25

0 00 0 0 0 0

6 4 7

7 4 36 4

5

1

0 0

4 5

泌
尿
器
科

皮
膚
科

1 4

入院

外来

小計

入院

外来

0 0 0 0

9

0

19 48 32 23 7

0 0 0

0

214

0 0 0 0 0 0 0 0

0 10 2 1 11 1 0

0 0 0

11 19 20 19

65

精
神
科

小
計

小計 0

0

入院

外来

入院

外来

17

28 34 19

65

24

3

0 2

0 1

3 4

0

260 244 364

23 1914

0

4 3

0

267 345 392 323 382 306 283

0

23

10

224

102

4545

合計

8

686

区分

1,795

85

395

316

62 40

238

89

596

86

507

339

0

45

0

45

1

9

697

3,867

8

447 351 328452 394 322 294総合計

63 53 59

397 432 320 404

332 369

133 131 86

4,564

60 71 62 50 59

423

内
科

167 111

22 27 28

126 140 83

入院

104 1,479

158 158 173

102 134 175 134131

16 23 25 310

27 3630 33 37 34

39 48

35 43

62 39

29

外
科

98 70
小
児
科

24 25

33

678

99 71 40 49 66 29 38

66 29

0 1 1 2 0 2 3 2 23

3 3 5 1 0 1 1 2 0

眼
科

1

7 21 23 18

3 3 5

0

2616 11 19 8 214

小計

15 13 5 13 8 8 6

31

9 16 13 15 15 136

小計

9 21 23 19 17 12 20

4066 47 37 32

50

46 36 2644 54

41 2861 76

整
形
外
科

耳
鼻
咽
喉
科

15 26

脳
神
経
外
科

小計 45 55

32 47

17 24 25 28 21 253

25 36 23 33 29 33 20 34

1

7 9 10

0

3 1

7

4 3

0

7 9 10

11 00 2 1 1 0

23

1 1 0

697

（単位：人）

小計 11 19 20

214948 32
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年度別取り扱い患者数（３年間）

686

697

751

3,867

4,208

4,104

0人 500人 1,000人 1,500人 2,000人 2,500人 3,000人 3,500人 4,000人 4,500人

22年度

23年度

24年度

入　院 外　来

外来別取り扱い患者数

102

10

8

8

214

45
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507

136

214

23

86

316

85

1

0

0

89

0

310

1,479

678

0人 100人 200人 300人 400人 500人 600人 700人 1,400人 900人

精神科

皮膚科
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産婦人科

耳鼻咽喉科

眼科

小児科

外科

内科

入　院 外　来
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24年度

393

(単位：件)

8 7

80 66

19 20

21

460 369

136 115

724 780 675

14

20 15 11

12

14

50

36

31

531 560 498

261

31

22年度

275

10

能 登 消 防 署

内　浦　分　署

総　　数

うち入院

総　　数 115

45

入　　院　　合　　計

町 野 分 遣 所

総　　数

うち入院

総　　数

うち入院

総　　数　　合　　計

柳　田　分　署

23年度

322

13

(６)救急隊別患者搬入取り扱い件数

区　　　　　　　分

うち入院 65

珠 洲 消 防 署
総　　数

うち入院

14

261

498

31
21

115

66

20
11 7

0件

50件

100件

150件

200件

250件

300件

350件

400件

総　　数 うち入院 総　　数 うち入院 総　　数 うち入院 総　　数 うち入院 総　　数 うち入院

珠 洲 消 防 署 能 登 消 防 署 内　浦　分　署 柳　田　分　署 町 野 分 遣 所

22年度

23年度

24年度

300件

500件

550件

600件

250件
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674

0

2 2

0

0

0 0

1

0

4

460 368

0 0

1 1

0

780

3

総　　数　　合　　計

入　　院　　合　　計

精 神 科

0

総　　数 0

うち入院 0

724

393

総　　数 0 0

7

総　　数 1 1 1

うち入院

4

0

147 192 127

うち入院 82 128 79

123 124 128

うち入院 69 71 73

7 6

総　　数 2 3 6

うち入院 6

3 1

13 18 17

1

23 29

22 14 11

22

226 176

39 38 40

210

23年度 24年度

373 386 336

22年度

総　　数

区　　　　　　　分

内 科
総　　数

うち入院

耳 鼻 咽 喉 科

皮 膚 科

泌 尿 器 科

眼 科

総　　数

総　　数

総　　数

うち入院

うち入院

整 形 外 科

脳 神 経 外 科

(７)科別救急車搬入取り扱い件数 (単位：件)

うち入院
産 婦 人 科

外 科
総　　数

うち入院

小 児 科
総　　数

うち入院

平成２４年度 科別救急車搬入取り扱い件数

1

1

7

17

40

336

11

6

128

127

29

176

1
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4

73

79

0件 50件 100件 150件 200件 300件 350件

精神科
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泌尿器科

皮膚科
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耳鼻咽喉科

小児科

外科

内科

総　　数 うち入院
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(１)地域別紹介件数

(２)自院からの紹介科室別内訳

163 11 4 3 2救 急 1 1

近 郊

1,503

505 631
54
56

平成24年度

(単位：件)

２．紹介患者数の状況

平成24年度

自院からの地域別紹介
225
461

他院からの地域別紹介
333
429

(単位：人)

県 内

区 分

合 計 1,300

県 外
未 記 載 63

46

市 内

区 分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

内 科 51 42 46 33 57 36 45 41 38 48 49 48 534

外 科 9 9 7 9 10 10 8 14 10 11 11 11 119

小 児 科 2 3 4 2 4 2 1 3 3 1 3 2 30

眼 科 17 11 8 6 6 10 5 10 8 2 4 6 93

耳鼻咽喉科 4 4 4 3 7 9 8 3 5 3 3 9 62

産 婦 人 科 4 4 1 2 2 4 3 2 6 7 6 6 47

整 形 外 科 4 7 7 6 18 14 8 9 10 11 16 7 117

脳神経外科 14 10 12 6 11 6 12 6 7 15 7 11 117

泌 尿 器 科 6 3 8 5 6 6 9 5 2 4 4 3 61

皮 膚 科 3 2 4 2 5 2 3 3 1 25

精 神 科 3 4 8 5 4 1 3 42

総 数 119 104 110 87 133 108 112

2 8 2 2

107 110 105 1,300101 104

5 1 1 37透 析 5 3 2 5 4 5 3 3

初診患者数

紹 介 率

971
12.3%

1,074 998 1,026 1,301 880 968 983 983 945 866 1,008 12,003

9.7%11.0%8.5%10.2%12.3%11.6%10.3%10.6%11.3%12.7%10.4% 10.8%

地域別紹介件数

46

63

333

505

225

461

56

429

54

631

0件 100件 200件 300件 400件 500件 600件 700件 800件 

市内

近郊

県内

県外

未記載

自院からの地域別紹介

他院からの地域別紹介
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(３)他院からの紹介科室別内訳

62救 急 1 1 1 1
4 14

平成24年度

2月 3月 合計

1 4

(単位：人)

区 分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
内 科 50 52 41 45 48 99 85 59 79 42 36 41 677
外 科 7 5 12 6 6 15 14 16 24 10 15 28 158
小 児 科 2 2 2 1 5 1 2 3 1 2 4 5 30
眼 科 5 6 4 4 1 4 4 4 9 6 7 54
耳鼻咽喉科 4 6 16 8 9 9 9 5 8 2 2 1 79
産 婦 人 科 8 4 6 12 10 10 3 11 9 3 3 2 81
整 形 外 科 10 17 7 14 16 14 14 15 9 13 8 10 147
脳神経外科 13 13 6 10 8 14 8 9 13 11 11 8 124
泌 尿 器 科 1 7 2 11 6 1 3 2 1 5 6 8 53
皮 膚 科 3 3 2 5 4 2 3
精 神 科 3 4 3

2 2 2 3

1 1
55 8 7 4

透 析 1 1 1
491 5 4
31

130119 114 177 152総 数 104 121 104 1,503155 103 103 121
初診患者数 971 1,074 998 1,026 1,301 880 968 983 983 945 866 1,008 12,003
紹 介 率 10.7%11.3%10.4%11.6%8.8%20.1%15.7% 12.0% 12.5%13.2%15.8%10.9%11.9%

30

93

62
47

61

25
42 37

16

158

30

54

79 81

147

124

53

31
49

14
6

534

117117119

677

0人

100人

200人

300人

400人

500人

600人

700人

内
科

外
科

小
児
科

眼
科

耳
鼻
咽
喉
科

産
婦
人
科

整
形
外
科

脳
神
経
外
科

泌
尿
器
科

皮
膚
科

精
神
科

透
析

救
急

自院 他院

自院・他院からの紹介科室別内訳表
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(単位：件)

3．手術の状況

区　　　　　　　　分 22年度 23年度 24年度

外
　
科

全 身 麻 酔

腰 椎 麻 酔

局 所 麻 酔

小　 　　計

脳
神
経
外
科

全 身 麻 酔

腰 椎 麻 酔

整
形
外
科

全 身 麻 酔

腰 椎 麻 酔

局 所 麻 酔

小　 　　計

101 105 113

31 29 34

20 30 26

152 164 173

34 61 74

89 94 89

81 95 91

204 250 254

14 17 12

0 0 3

9 21 18

小　 　　計 23 38 33

局 所 麻 酔

耳
鼻
咽
喉
科

16 12

7 4

0

23

0

16

10

腰 椎 麻 酔 0

全 身 麻 酔

6

小　 　　計 16

局 所 麻 酔

0 1

21

58

32

11

腰 椎 麻 酔 35

全 身 麻 酔 37 26

0

59 46

内 科 局 所 麻 酔 1 0

産
婦
人
科

局 所 麻 酔

小　 　　計

小
　
計

全 身 麻 酔

腰 椎 麻 酔

221

141 155

局 所 麻 酔

202

118 151

合　　　　　　　　計 461 527 523

142

220

161

1

麻酔別件数

161

221

220

151

118

142

155

141

202

0件 50件 100件 150件 200件 250件 300件

22年度

23年度

24年度

全 身 麻 酔
腰 椎 麻 酔
局 所 麻 酔
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４．在宅医療及び介護認定の状況

(２)科別利用者及び経管栄養・経口者件数

総利用者数

脳外科患者数

内科患者数

外科患者数

(単位：人・件)

(４)主治医意見書作成件数

(６)認定調査件数

脳 神 経 外 科

精　　神　　科

眼　　　　　科

泌　尿　器　科

区　　　　　分

内　　　　　科

外　　　　　科

整　形　外　科

区　　分

述べ訪問件数

死亡(自宅)

死亡(病院)

その他

合　計

男　性

女　性

合　計

男　性

医療保険

162

42

延べ訪問件数

請求内容
193 145介護保険

53 51

女　性

合　計 62

246 196 204

56 50

55

0 2 7

56 48

(５)訪問リハビリ件数 (単位：件)

22年度 23年度 24年度区　　分

男　性

利用者数

0

37 59 17

37 59 17

0在　　宅

施　　設

0 0産　婦　人　科

合　　　    計

合　　計

863 829

22年度 23年度 24年度

(単位：件)

区　　分

0 0

719

2 1

2 3 1

4

924

皮　　膚　　科

耳 鼻 咽 喉 科

1 1

3 0 0

1

198

58 75 94

261 227

22年度

51

149 146 137

3236

32

11

4,161 2,789

4,530 3,508

3,357

3,672

6

8 9

1

20

1

請求内容
介護保険

医療保険

終　了

315

9 12

23 22

369

合　計

288

611

247

15

5 15

10

280

22

経口胃瘻

（３）訪問看護件数

16

22年度 23年度

利用者数

323

新　規 女　性

617

平成24年度

516 95

人数 経鼻22年度

249 282

234

(単位：件)

188

68 73

516

553 516

233

107

32

7

527 504

16

126

443

270

(単位：件)

24年度 24年度

410 377 346

23年度

(１)訪問診察・往診件数

利用者数 269

586

区　　分

男　性

女　性

317

請求内容

276 234

533

525合　計

延べ訪問件数

介護保険

医療保険 84

485

(単位：件)

23年度 24年度

0

181

77 0

46

49

0

153

356
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7月 8月 9月 10月区　　分 4月 5月 6月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

入

院

理
学
療
法

脳 血 管 250 262 314 297 185 155 226 154 225 221 186 243 2,718

呼 吸 器 11 18 17 58 57 58 45 34 56 59 30 28 471

が　ん 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総 合 計 859 1,010 944 885 1,025 940 1,101 1,071 1,057 977 744 870 11,483

作
業
療
法

脳 血 管 349 331 341 261 208 176 233 175 260 291 209 218 3,052

呼 吸 器 0 3 2 0 3 15 14 5 3 24 21 0 90

が　ん 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総 合 計 609 622 518 472 450 444 506 488 525 513 468 451 6,066

言
語
療
法

脳 血 管 172 151 153 144 99 91 76 67 116 126 85 100 1,380

呼 吸 器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

が　ん 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総 合 計 259 257 183 175 164 153 187 176 202 219 209 279 2,463

外

来

理
学
療
法

脳 血 管 250 248 273 288 304 299 339 303 248 212 188 190 3,142

運動器 Ⅱ 425 499 499 480 455 429 485 476 422 431 412 479 5,492

呼 吸 器 8 7 8 6 5 4 4 4 3 3 5 6 63

総 合 計 683 754 780 774 764 732 828 783 673 665 632 721 8,789

作
業
療
法

脳 血 管 232 240 248 274 317 256 295 279 232 202 184 176 2,935

運動器 Ⅱ 114 111 142 150 167 136 125 130 136 160 195 166 1,732

呼 吸 器 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1

総 合 計 346 351 390 424 484 392 420 410 369 380 405 390 4,761

言
語
療
法

脳 血 管 129 127 117 122 133 123 139 134 118 102 92 78 1,414

運動器 Ⅱ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0

呼 吸 器 0 0 0 0 0 0

139

0 0 00

101

0 0

総 合 計 129 127 117 122 133 123 94 1,439

５．リハビリテーションの状況 平成24年度

(単位：人)

134 118 102

運動器 Ⅰ

運動器 Ⅱ

脳・廃用 105

脳・摂食 0

5

167 109 142

488

165 200 310 291 246 167 180 268 2,350

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

553 497 388 604 508 476 575 513 520 341 324 5,787

10 7 0 14 19 44 17 17 10 7 7 157

脳・廃用 97 113 71 104 110 121 121 158 132 83 165 154 1,429

脳・摂食 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運動器 Ⅰ 161 157 104 104 108 99 113 133 116 94 63 71 1,323

運動器 Ⅱ 2 18 0 3 21 33 25 17 14 21 10 8 172

脳・廃用 87 106 30 29 65 62 111 109 86 93 124 179 1,081

脳・摂食 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2

運動器 Ⅰ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運動器 Ⅱ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

脳・廃用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

脳・廃用 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

脳・廃用 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0 0 0

通所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19 27 46 92

通所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18 26 48 92

通所 0 0 0 0 0 0 0 16 250 0 0 9
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11,483

6,066

2,463

1,439

4,761

8,789

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

6,000人

7,000人

8,000人

9,000人

10,000人

11,000人

12,000人

理学療法 作業療法 言語療法 理学療法 作業療法 言語療法

入院 外来

２２年度

２３年度

２４年度

14,223

16,555

17,691

14,647

20,012

14,989

0人 3,000人 6,000人 9,000人 12,000人 15,000人 18,000人 21,000人

入院

外来

２２年度

２３年度

２４年度

過去３年間のリハビリ患者数　入院外来別総数

過去３年間のリハビリ患者数　入院外来別部門別数
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６．放射線の状況

(１)撮影件数 (単位：件)

区 分 22年度 23年度 24年度

一 般 撮 影 19,250 17,820 18,776

ポ ー タ ブ ル 1,485 1,768 2,113

乳 房 撮 影 366 380 328

Ｔ Ｖ 透 視 撮 影 712 567 610

血 管 撮 影 55 47 188

Ｃ Ｔ 5,128 5,185 5,951

М Ｒ Ｉ 1,464 1,535 1,806

Ｒ Ｉ 172 241 321

骨 塩 124 223 193

エ コ ー 検 査 71 202 178

合 計 28,827 27,968 30,464

18,776

17,820 19,250

17,000件 17,500件 18,000件 18,500件 19,000件 19,500件 

一 般 撮 影

22年度
23年度
24年度

2,113

1,768

1,485

0件 500件 1,000件 1,500件 2,000件 2,500件

ポータブル

22年度

23年度

24年度

712

366

567

380

328

610

0件 100件 200件 300件 400件 500件 600件 700件 800件

乳 房 撮 影

ＴＶ透視撮影

22年度

23年度

24年度
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188

47

55

0件 20件 40件 60件 80件 100件 120件 140件 160件 180件 200件

血 管 撮 影

22年度

23年度

24年度

5,128

1,464

1,535

5,185

1,806

5,951

0件 1,000件 2,000件 3,000件 4,000件 5,000件 6,000件 7,000件

Ｃ　  Ｔ

М Ｒ Ｉ

22年度

23年度

24年度

241

223

202

71

172

124

321

193

178

0件 50件 100件 150件 200件 250件 300件 350件

Ｒ  　Ｉ

骨  　塩

エコー検査

22年度

23年度

24年度
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（１）分娩の状況

７．分娩の状況

(単位：人)

区　　　分 22年度 23年度 24年度

正常分娩
成熟児 83 81 103

未熟児 4 6 7

異常分娩
成熟児 53 72 26

未熟児 13 11 8

合　　　計 153 170 144

分娩状況表

83

4

53

81

6

72

11

103

26

8

13

7

0人

20人

40人

60人

80人

100人

120人

成熟児 未熟児 成熟児 未熟児

正常分娩 異常分娩

22年度

23年度

24年度
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（２）分娩集計

平成２４年集計

①分娩について（※死産は含まない） ③新生児の状況

人数 比率

１） 母体搬送を受けた症例 0 例 新生児 142

２） 母体平均年齢 30.0 才 在胎週数 ４２週以上 1 0.7%

３） 若年齢出産数（20歳未満） 1 人 ３７～４１週 138 97.2%

４） 高年齢出産数（35歳以上） 23 人 ３６～２８週 3 2.1%

　　　　　　　　　（40歳以上） 3 人 ２８週未満 0 0.0%

不明 0 0.0%

件数 比率 出生体重 4,000ｇ以上 0 0.0%

（１）全分娩数 2,500ｇ～3,999ｇ 123 86.6%

分娩総数 142 100.0% 1,500ｇ～2,499ｇ 19 13.4%

単胎 140 98.6% 1,499ｇ以下 0 0.0%

多胎（双胎以上） 2 1.4% 不明 0 0.0%

（２）分娩様式 .

経膣分娩数 104 73.2%

全帝王切開数 38 26.8%  新生児搬送した症例 2 人

うち緊急帝王切開数 13 9.2%  新生児高ビリルビン血症

（３）医療行為を行った数 母子同室での治療 21 人

１）吸引分娩 16 11.3% 母子分離での治療 4 人

２）鉗子分娩 0 0.0%

３）会陰切開 2 1.9% 人数 比率

４）会陰裂傷（3,4度） 0 0.0% 母子同室 総数 140 98.6%

５）陣痛誘発促進剤 13 12.5% 健常新生児 115 81.0%

６）全硬膜外麻酔 0 0.0% 健常新生児以外 25 17.6%

医学的適応 0 母子異室 ＮＩＣＵ入院など 0 0

７）希望による無痛分娩 0

②分娩後の入院期間（小数点１桁） 健常新生児以外の母子同室症例及び症例数

症例数

初産  低出生体重児 18

経産  巨大児 0

帝王切開  低血糖 3

※出産当日を１日目とする  母体薬剤投与 0

 その他 6

人数項目

項目

症例

件数項目 項目

項目

総数

経膣分娩

項目 平均入院日数

6.0日

6.0日

6.0日
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④母子同室児（健常新生児）の栄養法について

（在胎37週以上42週未満、出生体重2,500ｇ以上4,000ｇ未満）

１）入院中の栄養法 ２）退院時の栄養法

人数 比率 人数 比率

対象新生児数 115 対象新生児数 115

母乳のみ 90 78.3% 母乳のみ 111 96.5%

糖水のみ補足 0 0.0% 糖水のみ補足 0 0.0%

人工乳のみ補足 25 21.7% 人工乳のみ補足 4 3.5%

糖水+人工乳補足 0 0.0% 糖水+人工乳補足 0 0.0%

人工乳のみ 0 0.0% 人工乳のみ 0 0.0%

３）入院中の体重

経膣分娩 帝王切開

新生児数 92 23

最低体重日令 2.7 2.5

最低体重（％） -8.0 -7.5

退院時体重（％） -2.6 -1.8

４）対象（健常新生児）例の退院後の栄養法

人数 人数 比率

受診数 114 100.0%

平均日令 14

母乳のみ 109 90.4%

混合総数 5 9.6%

混合（母乳＞人工乳） 3 7.8%

混合（母乳＜人工乳） 2 1.7%

人工乳のみ 0 0.0%

項目 項目

２週間健診

比率

11

9

2

99.1%

95.6%

4.4%

１カ月健診

115

30

104

0

2.6%

1.8%

0.0%
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⑤母子同室（健常新生児以外）の新生児の栄養法について

（2,500ｇ未満などで母子同室を行った例）

１）入院中の栄養法 ２）退院時の栄養法

人数 比率 人数 比率

対象新生児数 25 対象新生児数 25

母乳のみ 9 36.0% 母乳のみ 12 48.0%

糖水のみ補足 0 0.0% 糖水のみ補足 0 0.0%

人工乳のみ補足 15 60.0% 人工乳のみ補足 12 48.0%

糖水+人工乳補足 0 0.0% 糖水+人工乳補足 0 0.0%

人工乳のみ 1 4.0% 人工乳のみ 1 4.0%

３）対象例の入院中の体重減少率

経膣分娩 帝王切開

新生児数 14 11

最低体重日令 2.9 4.2

最低体重（％） -7.0 -7.2

退院時体重（％） -3.0 -3.1

４）対象（母子同室）例の退院後の栄養法

人数 人数 比率

受診数 25 108.0%

平均日令 0

母乳のみ 19 66.7%

混合総数 4 25.9%

混合（母乳＞人工乳） 1 11.1%

混合（母乳＜人工乳） 3 14.8%

人工乳のみ 2 7.4%

２週間健診 １カ月健診

比率

100.0% 27

0

76.0% 18

16.0% 7

4.0% 3

12.0% 4

8.0% 2
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８．給食及び栄養指導の状況

（１）患者給食数 (単位：食)

区 分 22年度 23年度 24年度

常 食 23,328 24,766 25,624

軟 食 32,368 34,345 30,790

極 軟 食 15,300 13,728 17,435

流 動 食 722 696 1,328

特 別 治 療 食 63,442 58,472 56,075

合 計 135,160 132,007 131,252

（２）栄養指導数 (単位：人)

区 分 22年度 23年度 24年度
個 別 指 導 261 194 200
集 団 指 導 200 158 110
合 計 461 352 310

（３）平均残食率 (単位：㎏)

区 分 22年度 23年度 24年度

朝 食 6.5 6.1 6.5
昼 食 7.3 7.2 7.8
夕 食 6.7 6.1 6.2

50,000食 52,500食 55,000食 57,500食 60,000食 62,500食 65,000食

特別治療食

22年度
23年度
24年度

0食 250食 500食 750食 1,000食 1,250食 1,500食

流動食

22年度

23年度

24年度

0食 5,000食 10,000食 15,000食 20,000食 25,000食 30,000食 35,000食 40,000食

常食

軟食

極軟食

22年度
23年度
24年度

0人 50人 100人 150人 200人 250人 300人

個別指導

集団指導

22年度

23年度

24年度
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９．医療相談の状況

（１）医療相談の状況 (単位：件)

（２）医療相談状況内容

平成２４年度

科別相談件数 （単位：件）

相談内容集計 （単位：件）

医療費 院内関係

生活費等 院外関係

身体障害者手帳等 心理社会

障害年金相談等 理解促進

介護保険制度等 情報交換

受診・入院相談 退院後方針

療養中 住居相談

在宅ケア その他

家族関係

退院支援 （単位：件） 退院支援連携カンファレンス

No.

10

11

12

13

14

15

No. 内容

16

17

2

1,202

909

354

740

9

8

件数

128

49

186

76

917

207

内科

産婦人科

1,102

外科

383

脳神経外科

小児科

10

泌尿器科

5

62

眼科

3

皮膚科

5

内容 件数

耳鼻咽喉科

40

精神科

112

整形外科

990

透析

5

1

2

3

4

5

6

7

利用無し 死亡

44

介護

1,264

193

150

626

70

279

1,372

区 分

面 接

電 話

訪 問

文 書

協 議

合 計

22年度

2,000

3,273

83

854

1,090

7,300

23年度

1,909

2,445

54

571

703

5,682

24年度

1,939

3,427

77

784

871

7,098

年間 89 件
266 3 47

合計

360

障害
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退院先 （単位：件）

0

老保 その他

20

合計

35337

老福 医療保

18

ＧＨ

11

障害

1

養護

22

在宅

221

療養

23

障 害

件数

1,409

2,366

2,060

1,179

177

633

70

150

8044

受療中の援助

退 院 支 援

地 域 連 携

社会福祉社会保障

経 済 問 題

家 族 調 整

心理・情緒問題

そ の 他

合計

相談内容集計

退院支援

介 護

利 用 無 し

死 亡

合 計

件数

266

3

47

44

360

退院先

在 宅

介護療養型病院

老人保健施設

老人福祉施設

グループホーム

障害者施設

養護老人ホーム

医療保険病院

そ の 他

合 計

件数

221

23

37

22

11

1

0

18

20

353

相談内容集計表

地域連携
26%

受療中の援助
18%

退院支援
28%

経済問題
2%

家族調整
8%

心理・情緒問題
1%

その他
2%

社会福祉
社会保障
15%

退院支援

死亡
12%

障害
1%

利用無し
13%

介護
74%

退院先

その他
6%

医療保険病院
5%

障害者施設
0%

グループホーム
3%

養護老人ホーム
0%

老人福祉施設
6%

老人保健施設
10%

介護療養型病院
7%

在宅
63%
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(単位：件)

　　血 液 学 的 検 査 37,588

38,665 36,177

委  託 　　検　体　検　査

23年度 24年度区　　　　　　分 22年度

43,234 47,345

　　一　般　検　査 34,463

院
内
検
体
検
査

　　生 化 学 検 査

　　免 疫 学 的 検 査

　　輸　血　検　査

　　迅　速　検　査

39,497

22,737 25,374

2,277

25,024

31,714 35,659

2,651 2,477 2,176

1,827 2,067

　　心電図（負荷含む）

147,476 152,496

12,225 12,926 13,411

130,980

5,154

総　　　数

　　結核菌塗沫鏡検

6,101

317

　　ガ　ス　分　析

　　頚動脈　　エ　コ　ー

　　　心　　　エ　コ　ー

総　　　数

　　一般菌塗沫鏡検

6,551

1,346

155 209

4,556 4,917

109

416

38 35 41

366 385

41

308 355 1,081

42 49

2,887

704

74

682 655

698

70

24

7,100 7,654

1,976

538 408 399

1,692 1,675

182,073

１０．臨床検査の状況

合　　　　　　　　計 156,468 174,053

総　　　数

　　下　肢　　エ　コ　ー

　　シャント　エ　コ　ー

　　細胞診（標本作成）

微
生
物
学
的
検
査

生
理
学
的
検
査

7,162

　　ホルター心電図

　　呼 吸 機 能 検 査

　　ＮＣＶ、ＡＢＲ等

　　脳　　波

　　ＡＢＩ／ＰＷＶ

　　結核菌培養検査 446

458

8,512

　　一般菌培養検査

1,350

　　薬剤感受性試験

483

311 467

1,442

2,678 3,043

院内検体検査

0件 5,000件 10,000件 15,000件 20,000件 25,000件 30,000件 35,000件 40,000件 45,000件 50,000件

　　迅　速　検　査

　　輸　血　検　査

　　免 疫 学 的 検 査

　　生 化 学 検 査

　　血 液 学 的 検 査

　　一　般　検　査

22年度

23年度

24年度

委　　　託

11,600件 11,800件 12,000件 12,200件 12,400件 12,600件 12,800件 13,000件 13,200件 13,400件 13,600件

　　検　体　検　査

22年度

23年度

24年度
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生理学的検査

0件 250件 500件 750件 1,000件 4,500件 4,750件 1,750件 2,000件

　　シャント　エ　コ　ー

　　下　肢　　エ　コ　ー

　　　心　　　エ　コ　ー

　　頚動脈　　エ　コ　ー

　　ガ　ス　分　析

　　ＡＢＩ／ＰＷＶ

　　脳　　波

　　ＮＣＶ、ＡＢＲ等

　　呼 吸 機 能 検 査

　　ホルター心電図

　　心電図（負荷含む）

22年度

23年度

24年度

微生物学的検査

0件 500件 1,000件 1,500件 2,000件 2,500件 3,000件 3,500件

　　細胞診（標本作成）

　　薬剤感受性試験

　　結核菌培養検査

　　結核菌塗沫鏡検

　　一般菌培養検査

　　一般菌塗沫鏡検

22年度

23年度

24年度

検　査　総　数

182,073

174,053

156,468

0件 25,000件 50,000件 75,000件 100,000件 125,000件 150,000件 175,000件 200,000件

合計

22年度

23年度

24年度

5,000件 5,250件
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１１．内視鏡検査の状況
(単位：件)

区　　　　　分 22年度 23年度 24年度

胃 1,652 2,174 2,315

Ｓ Ｆ 130 125 119

Ｃ Ｆ 336 468 454

Ｅ Ｒ Ｃ Ｐ 19 41 42

胃 Ｅ Ｐ 0 6 0

大 腸 Ｅ Ｐ 86 130 165

ア ニ サ キ ス 2 7 5

上 部 止 血 21 48 29

下 部 止 血 0 10 3

Ｂ Ｆ 57 7 2

Ｅ Ｓ Ｄ 0 20 29

そ の 他 65 95 45

合 計 2,368 3,131 3,208

0件 500件 1,000件 1,500件 2,000件 2,500件

胃

22年度

23年度

24年度

0件 50件 100件 150件 200件 250件 300件 350件 400件 450件 500件

ＳＦ

ＣＦ

22年度

23年度

24年度

0件 20件 40件 60件 80件 100件 120件 140件 160件 180件

ＥＲＣＰ

胃ＥＰ

大腸ＥＰ

アニサキス

上部止血

下部止血

ＢＦ

ＥＳＤ

その他

22年度

23年度

24年度
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(単位：件)

区　　　　分 22年度 23年度 24年度

人 間 ド ッ ク 57 157 122

女 性 特 有 が ん 検 診 442 453 367

結 核 健 診 44 38 21

妊 産 婦 一 般 健 診 1,583 1,546 1,557

乳 幼 児 一 般 健 診 215 227 208

子 供 セ ー フ テ ィ 34 30 0

健 康 診 断 760 804 819

生活習慣病予防健診 370 405 415

予 防 接 種 2,825 2,891 3,062

特 定 健 診 233 300 356

１２．健診及び人間ドックの状況

0件

500件

1,000件

1,500件

2,000件

2,500件

3,000件

3,500件

人
間
ド

ッ
ク

女
性
特
有
が
ん
検
診

結
核
健
診

妊
産
婦
一
般
健
診

乳
幼
児
一
般
健
診

子
供
セ
ー

フ
テ

ィ

健
康
診
断

生
活
習
慣
病
予
防
健
診

予
防
接
種

特
定
健
診

22年度
23年度
24年度
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１３．人工透析の状況
(単位：件)

区 分 22年度 23年度 24年度

透 析 患 者 数 673 715 707

院 外 透 析 患 者 数 12 6 10

透 析 導 入 患 者 数 10 7 3

死亡患者数（離脱・転院） 4(1) 3(2) 5

透 析 回 数 8,143 8,964 8,900

Ｈ Ｄ 7,322 8,626 8,108

Ｈ Ｄ Ｆ 583 191 624

他 の 血 液 浄 化 療 法 234 143 154

緊 急 透 析 回 数 4 4 14
注：()内数字は外数を示したもの

7,322

8,626

191234 143

8,108

583 624

154

0件 

1,000件 

2,000件 

3,000件 

4,000件 

5,000件 

6,000件 

7,000件 

8,000件 

9,000件 

22年度 23年度 24年度

ＨＤ
ＨＤＦ
他の血液浄化療法

透 析 回 数 内 訳 表 （※緊急透析回数は含まない）
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（単位：件）

22年度 23年度 24年度

外　来 82,033 84,085 85,870

入　院 13,029 12,910 14,418

外　来 184,419 184,240 173,499

入　院 24,823 23,553 25,063

72 76 57

118 0 96

14,784 17,100 16,788

70,864 72,426 64,275

区　　　　分

１４．薬剤部の状況

処 方 枚 数

処 方 件 数

薬剤管理指導患者数

薬剤管理指導請求件数

注 射 箋 枚 数

薬 剤 情 報 提 供 件 数

84,085

12,910

184,240

23,553

82,033

13,029

24,823

184,419

85,870

14,418

25,063

173,499

0件 25,000件 50,000件 75,000件 100,000件 125,000件 150,000件 175,000件 200,000件

外　来

入　院

外　来

入　院

処
 方
 枚
 数

処
 方
 件
 数

22年度

23年度

24年度

118

76

0

57

96

72

0件 30件 60件 90件 120件 150件

薬剤管理
指導患者数

薬剤管理
指導請求件数

22年度

23年度

24年度

処
方
枚
数

処
方
件
数

-　41　-



（単位：件）

区　　分 平成25年1月 平成25年2月 平成25年3月

処方鑑別件数 77 132 174

※上記の表は、平成２５年１月より電子カルテ導入に伴い件数を計上

処方鑑別件数

14,784

70,864

17,100

72,426

16,788

64,275

0件 10,000件 20,000件 30,000件 40,000件 50,000件 60,000件 70,000件 80,000件

注射箋枚数

薬剤情報
提供件数

22年度

23年度

24年度

処方鑑別件数

77

132

174

0件

40件

80件

120件

160件

200件

平成25年1月 平成25年2月 平成25年3月
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珠洲市総合病院 



 

〇日本老年看護学会 第１７回学術集会 

『嚥下障害を有する患者の介護者が胃瘻造設を決心するまでのプロセス』 

発表者：仁 尾  悦 子 

発表日：平成２４年７月１４・１５日 

場 所：金沢歌劇座・金沢 21 世紀美術館 

 

〇第２０回石川県看護学会 

『介護度の高い患者家族が在宅療養を決断し継続できた要因 

－入院から在宅療養６ヶ月までに焦点をあてて－』 

発表者：本 谷  美 和 子 

   発表日：平成２４年１０月２７日 

場 所：石川県地場産業振興センター 

 

〇第７回中能登看護研究会 

『救急外来看護師の電話トリアージにおける現状と課題』 

発表者：瀧 山  久 美 子 

 

『転倒ハイリスク患者家族による転倒予防のための対処行動』 

発表者：瀧 下  美 紀 子 

 

『在宅療養困難であった NIPPY 装着患者の退院支援を経験して』 

発表者：川 上  直 美 

発表日：平成２５年３月２日 

場 所：七尾美術館 アートホール 

 

 

〇第２２回石川県理学療法学術大会 

『足関節持続灌流後に足関節背屈制限を生じた一症例 

～独歩獲得を目指した試み～』 

発表者：谷  幸 治 

 

『脛骨高原骨折を受傷した症例に対し早期から CKC エクササイズを実施したが、 

荷重開始後のアライメント不良を呈した 1 症例』 

発表者：三 上  琢 也 

発表日：平成２５年３月１７日 

場 所：専門学校 金沢リハビリテーションアカデミー 



嚥下障害を有する患者の介護者が胃瘻造設を決心するまでのプロセス 
 

〇仁尾悦子 濱下美智子 岸田富子 尾山都美 
中野純子 大宮ひとみ 焼山ひとみ 村井嘉子 

 
キーワード：嚥下障害 食事援助 胃瘻 老老介護 中山間地域 

 

 

 

Ⅰ．研究の目的 

嚥下障害を有する患者の介護者が、経口的食事援

助に専心しながらも胃瘻造設を決心するまでのプロセ

スを明らかにする。 

 

Ⅱ．研究の方法 

・研究デザイン 

質的記述的研究 

・対象者 

訪問看護を受けている胃瘻造設後の患者に経

口的食事援助の経験のある主介護者６名。 

・研究期間 

2010 年10 月～2011 年1 月 

・データ収集方法 

半構成的面接を実施した。 

研究に同意の得られた対象者に対して、食事援

助の実際、胃瘻造設について情報を入手した

時の状況や思いを語ってもらった。１回の面接

時間は、40 分程度で２回ずつ実施した。 

・分析方法 

面接内容を記述化しその全体の意味が理解で

きるまで精読した。 

対象者の状況や思いについて語られている部

分を抽出しコード化し、各コードの相違点・共通

点ごとにまとめカテゴリとした。 

全対象者の実際を関連づけながらカテゴリ間の

関連性について検討した。 

・倫理的配慮 

研究計画書の段階で施設の倫理委員会の承認

を受け、対象者には研究の趣旨を口頭と文書で

説明した。 

研究協力は、自由参加であり、途中、中断があ

っても訪問看護を受ける上で不利益を被る事は

ないことを説明し、参加の署名を得た。 

 

Ⅲ．結果 

６つのカテゴリ（以下、≪≫で示す）が抽出され

た。 

介護者は、患者の食事摂取量が減少し、食事摂

取に時間がかかるようになると≪少しでも食べさせ

たい≫と思い、献立･調理を工夫し時間をかけて根

気よく食事援助するが≪食事援助に負担を感じる

≫ことがあった。食事摂取量が低下し栄養状態や体

力の低下により誤嚥性肺炎を繰り返すことで≪生命

の危機を予感≫する。他者から胃瘻の利点につい

て情報を得ると、少しでも長生きして欲しい思いから

≪胃瘻への期待が高まる≫介護者がいた。 

また、経口摂取も継続させたいと≪胃瘻にするこ

とを迷う≫葛藤を経て胃瘻造設を決心する介護者

がいた。更に、介護者はこのような状況において≪

自分が食べることに気兼ねする≫思いがあった。介

護者は、患者が「食べられる、熱がでない、床ずれ

がない、吐かない」状態を維持できるよう努め苦悩し

ていた。 

 

Ⅳ．考察 

Ａ県内における中山間部の高齢化率 40％を超え

る地域の在宅における老老介護の栄養管理・維持

の実態を明らかにした。古くからの家父長制の意識

が根強くあり、家族にとって患者（家長）の安寧が保

たれることは一番の願いであり、少しでも患者の役

に立ちたいと思っている。また、家族として他者に



頼らず一人で介護役割を遂行しなければならない

と考えている。これらのことが介護負担をより重くし

ている要因と考えられる。また、老老介護における

介護者の健康問題が生じる危険性も示唆された。 

訪問看護において、介護力を判断しながら調理

方法、嚥下しやすい食物形態、摂取時の姿勢等を

指導する必要がある。食生活を支えた苦労をねぎら

い、胃瘻造設については介護者の不安や迷いを受

容し、胃瘻を選択する、しないにかかわらず決定を

支援していく必要がある。 



介護度の高い患者家族が在宅療養を決断し継続できた要因 

－入院から在宅療養６ヶ月までに焦点をあてて－ 

 

〇本谷美和子 丹保陽子 横井朋子 

中野美恵子 坂谷朋子   

 

キーワード：主介護者 要介護の患者 在宅療養 

 

 

 

はじめに 

病気の発症や悪化をきっかけに、日常生活動作が

低下し医療処置が必要になってくると、介護度は高く

なり、入院前と同じ生活ができなくなる。介護負担が増

加すると施設を希望する家族も多く、在宅療養を希望

する家族は少ない。先行研究では要介護者の在宅療

養への退院支援の研究は多いが患者家族に焦点を

当てた研究は少ない。今回、家族が在宅療養を決断

し継続して介護できている要因を知ることで、介護負

担が増加しても、在宅療養へ繋げることが出来ないか

と考えた。      

平成 23 年 A 病院の内科病棟において、入院前は

在宅に生活し ADL 介助なしから軽介助であったが、

入院後ADLが全介助必要となり、大きくADLが低下し

た患者は11名である。そのうち在宅療養を決断し退院

した患者で６か月在宅療養を継続できている患者は 2

名である。本研究の同意を得られた1事例について報

告する。 

 

Ⅰ．研究の目的 

日常生活において、全介助と医療処置が不可欠と

なった介護度が高い患者の主介護者が在宅療養する

ことを決断しそれを継続できた要因を明らかにする。 

 

Ⅱ．研究方法 

・研究デザイン 

インタビュー調査による事例検討 

・インタビュー方法 

対象者に、半構成的な面接を実施し、十分に語

られなかった部分は再度面接した。 

・研究期間 

2011 年11 月～2012 年1 月 

・分析方法 

面接した内容を逐語録に作成し、精読すること

で、在宅療養を決断し継続できた要因を示す内

容を抽出した。また、分析過程において看護学

研究者にスーパーバイズを受けた。 

・倫理的配慮 

本研究は論理委員会の承認を受け実施。 

対象者には、研究の趣旨を口頭と文書で説明

しインタビュー時は録音すること、参加は自由

であり、不利益を受けることはないこと、プライ

バシーは保護することを約束し、参加の署名、

同意を得た。 

・事例紹介 

患者の属性 B 氏 80 歳代前半 男性 

・入院前介護度 

要介護２、介護サービスの利用ありパーキンソ

ン症候群・認知症あり 

・入院期間 

2010 年12 月～2011 年5 月 

・入院の経過 

肺炎で入院。治療行い、検査データ改善してか

ら訓練食開始した。しかし、嚥下困難やむせあ

り、経口摂取困難と判断され、胃瘻造設する。 

しかし胃瘻トラブルあり、経管栄養を中断。経管

栄養再開後も発熱繰り返した。栄養状態改善後、

退院調整する。要介護４となり自宅退院となる。 



 

主介護者の属性 妻70 歳代後半 健康状態良好で

入院前より夫の介護をしていた。 

 

Ⅲ．結果 

[入院中]在宅療養を決断した要因 

・子供から介護することを期待され、自分自身も介

護する意欲があった。 

・夫を介護してきた経験と、入院中に医療処置など

の経験が退院後の生活イメージにつながった。 

・早期からの医療処置やケアへの参加は、経験を

積むことで不安や心配は解消された。 

・ケアマネージャーとの信頼関係が出来ていたこと

から、退院後も支援が継続されることを期待して

いた。 

 

[退院後１か月]在宅療養を継続できた要因 

・78歳と高齢な介護者にとって、体力的に限界を感

じていたが、訪問看護師、ヘルパーやケアマネ

ージャー等の支援を受け、安心して在宅介護が

出来た。 

・夜間や休日の緊急時の対応について理解してい

た。 

 

[退院後６ヶ月]在宅療養を継続できた要因 

・毎日継続してきたおむつ交換や清拭に自信がつ

き余裕が出てきた。 

・日々の介護の中で、満足感や充実感が生まれ、

介護負担感が少なくなった。 

・夫のことを優先的に考えながらも、介護が生活の

一部となった。 

・仕事仲間との交流が、気分転換となった。 

・夫の介護を通して、自身の老いを実感しながらも、

介護を自分の生きがいと受け止め健康でいられ

ると感謝していた。 

・息子は介護が大きな苦労であることに理解を示し、

自分（介護者）にいたわりや感謝の気持ちを示し

てくれることが精神的な支えになった。 

 

Ⅳ．考察 

主介護者である妻は、子供達から在宅介護すること

を期待されていた。そして、介護する意欲はあったが、

介護度が高くなった夫を、在宅介護することへの不安

や難しさを感じていた。そこで、入院早期より退院後に

必要な医療処置を経験した。そのため、入院前の介護

経験とつながり、退院後の生活をイメージすることが出

来たことで、今後の介護を維持する意欲に繋がったと

考える。そして、ケアマネージャーとの信頼関係が出

来ていたことで、専門のサポートが退院後の生活を支

えてくれると感じていて、退院に向けての不安軽減に

繋がったと考える。 

退院後 1 ヶ月は、老々介護を行うことは、体力的な

限界を感じていたが、主介護者へのサポート体制とし

て社会資源が効果的に利用されていたことである。ま

た、主介護者が、夜間や休日の医療相談方法を理解

していたことで、安心して介護が行えたのだと考える。 

退院後 6 か月が過ぎると、毎日継続してきた日常的

ケアに余裕が出てきて、夫のことを優先的に考えなが

らも介護が生活の一部となっている。介護する中でい

ろいろな経験を積むことが、問題発生しても状況判断

出来るようになり、自ら対処できるようになり、介護を継

続できていると考える。 

田中らは「介護負担が多ければ多いほど抑うつにな

る傾向を示した。」「主介護者のＱＯＬを向上させるに

は、介護負担を軽減させることが重要」「介護負担を増

加させる要因として介護者の自由な時間の減少」1）と

述べている。主介護者はシルバーの仕事をすることで

会話して、笑うことが、精神的に気分転換ができている。

介護サービスを受けている時間や自由な時間をもつ

ことが介護から解放され、精神的、身体的に安定し、

介護を日常の一部ととらえることが出来ていて、介護

者のＱＯＬの維持が介護を継続できていると考える。 

主介護者が高齢になればなるほど、介護負担が高

く健康の不安が問題となる。しかし、介護を頑張ること



が健康でいられると感じており、満足感や充実感が生

まれ、夫を生きがいとしている。高齢者夫婦は長年か

けて築き上げた関係であり、夫への敬愛が介護を継

続できていると考える。 

子供は介護が苦労であることに理解を示し、自分

（主介護者）にいたわりや感謝の気持ちを示している。

夫だけでなく、子供たちの役に立っている、自分が頑

張って介護していくことを認めてくれる存在がいること、

つまり家族の支えや理解者がいることが介護を継続で

きていると考える。 

退院に向けての看護援助として、介護に対する不

安の軽減を図り、自宅での介護を可能にするため、早

期より医療処置や、日常的ケアの介護方法を指導して

いくことで、介護意欲を持たせる。そして、退院前は社

会資源を十分に整えることで、安心して退院後の介護

を行えるのである。退院後も必要時社会資源を調整す

ることで、主介護者が長く介護経験を積めるように環境

を整えていき、介護への自信を持てることで生きがい

を導き出せるのである。そして、家族の支援があること

で、自分自信の役割を実感できる。そのため主介護者

だけでなく、その家族への働きかけも重要である。 

 

Ⅴ．結論 

在宅療養を決断し継続できた要因として以下のもの

があげられる 

・介護への意欲 

・家族の理解と支え 

・早期からの医療処置や日常的ケアへの参加をし

たことで退院後の生活イメージが出来た 

・社会資源の調整により効果的に利用された 

・介護者自身の自由な時間・気分転換 

・介護の経験を積むことで、状況判断ができた 

 

おわりに 

本研究は１事例のみの対象を分析していることから、

研究の限界があり今後も対象者を増やし継続的な研

究が必要である。 
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救急外来看護師の電話トリアージにおける現状と課題 

 

〇瀧山久美子 東元恵利子 小川勝枝 

宮下景子 菊谷祐介 

 

キーワード ： 電話トリアージ 救急外来 

 

 

 

はじめに 

当院救急外来は、多種多様な患者を受け入れるが

救急室専任の常駐医師をおかず、各科の医師、各科

外来看護師や手術室、ＩＣＵ看護師が日替わりで救急

室を担当する二次救急である。当直体制は、医師1 名

（全科当直）、看護師2 名（各科外来・手術室）で、当直

帯の電話対応（以後電話トリアージとする）は全て看護

師が行っている。 

当院救急外来には統一した電話トリアージのマニュ

アルはなく、電話の内容だけから必要な情報を収集し、

さらに話し方なども加味して、緊急性や重症度を判断

するのは難しく、又、その後の対応には個人差も出て

くる。電話トリアージ後には、必要な情報が収集できた

のか、適切な説明や指導ができたのか、この対応でよ

かったのか、不安になることが多い。 

そこで、当院の電話トリアージの現状はどうなのかを

実態調査し、その記述の内容を分析したことで、電話ト

リアージにおける実態と今後の課題が明らかになった

ので報告する。 

 

Ⅰ．研究目的 

救急外来看護師の電話トリアージの内容について

調査し、現在の電話トリアージにおける課題を明らか

にする。 

 

Ⅱ．研究方法 

・対象者 

救急外来当直を担う看護師 18 名が実施した電話

トリアージシートの記述 56 件 

・データ収集期間 

2011 年10 月15 日～12 月3 日 

・データ収集方法 

1）研究者らが作成した「電話トリアージシート」を

使用して、電話トリアージの状況を記載する。 

2）収集するデータの内容 

（1）主訴 

（2）看護師の対応 

（3）看護師が対応した根拠 

（4）その後の患者の状況 

（5）上記をふまえた評価 

・分析方法 

電話トリアージシートの記述を熟読し、 

（1）症状と病態の関連性 

（2）エビデンスに基づいた情報収集 

（3）エビデンスに基づいた重症度・緊急性の判断 

（4）受診するにあたっての指導（適切な処置、応

急手当や来院時期） 

の共通の 4 項目が抽出された。 

この 4 項目をさらに熟読し、分析した結果、7 項目の

カテゴリに分けられた。 

・倫理的配慮の方法 

当院の倫理委員会の承認を受けて実施した。対象

者には研究の主旨を口頭と文章で説明した。参加

は自由であり不参加でも不利益を受けないこと、途

中で中断してもよいこと、データは研究以外では使

用しないこと、収集したデータは発表終了後破棄す

ること、プライバシーは保障することを約束し、参加

の同意を署名で得た。 

 

Ⅲ．結果 

有効回答は 56 件（回答率97％）であった。 

・患者の属性 



年齢別でみると、65歳以上が21名（37%）と最も多

く、次いで20～59歳が13名（23%）、1歳7カ月～

6 歳が 12 名（21%）であった。疾患別では、外傷や

咬傷・刺傷などのその他が 22 名（39%）と最も多く、

次いで消化器系と呼吸器系が 1 名ずつ（18%）で

あった。 

重症度別では軽症が 38 名（68%）で最も多かっ

た。 

・対応した看護師の属性 

救急外来経験年数は、1 年未満が 2 名、1～2 年

が6名、3～5年が4名、6年以上が6名であった。 

・電話トリアージシートの記述の分類 

カテゴリとして、［A．症状と考えアセスメントした内

容にエビデンスがない、又は曖昧］［B．病態に関

連した症状が聞けていない又は不足］［C．A と B

の混合型］［D．相談者主体の情報収集になって

いる］［E．詳細を聞かずに来院を指示している］

［Ｆ．適切な対処方法（処置の指導や受診が必要

な症状の説明）を一般人に理解できるように伝え

ていない］と［G．エビデンスに基づいてアセスメ

ントし対応している］の 7 つのカテゴリが抽出され

た。 

その中で、Cが24件（54%）と最も多く、次いでＧが

18 件（32%）であった。D､E,F はどれも C を伴って

おり、エビデンスや関連性がなかった。 

・電話のあった時間と対応時間 

17時～21時59分までが42名（75％）と最も多く、

次いで 22 時から 2 時 59 分までが 10 名（18％）

であった。また、電話対応時間は、3 分が 18 名

（32％）と最も多く、次いで2分が12名（21％）であ

った。 

 

Ⅳ．考察 

患者の属性について、先行研究では、時間外の救

急外来の受診は小児が多いが、当院では 65 歳以上

が最も多かった。これは当市の高齢化率が 39.6%で石

川県内1位と高く、逆に小児（15歳未満）は8.6%と少な

いためと考える。 

疾患別では、その他(外傷や咬傷・刺傷など)が最も

多く、次いで呼吸器疾患と消化器疾患、4 番目に循環

器疾患で、全科の疾患が対象となることがわかった。

救急看護では、広範囲にわたる疾患の理解、重症度・

緊急性の評価、看護技術の習得が必要になる。 

重症度別にみると、軽症例が大半だった。しかし中等

症ではあるが、3 例の入院に至るケースがあり、今後も

緊急に至るケースがあることを念頭に置いて、アンダ

ートリアージにならないように対応していく必要があ

る。 

電話のあった時間帯では、17 時から 21 時 59 分が

75%と最も多かった。この時間帯に救急外来に電話を

かけるのは、これから夜中に向けて、相談する人がい

ないまま過ごすことへの不安、夜間の診療を行ってい

るのが珠洲市では当院だけという地域的な理由が考

えられる。 

電話対応時間では、3 分が最も多かった。災害現場

におけるトリアージでは、30 秒以内に重症度を判別す

るよう指導されている。しかし、電話では顔が見えない

ため、正確な情報を得るには、心情を考慮しながら、

問診をわかりやすい言葉で順序立てて聞くことが必要

になる。電話の内容から、患者の状態をイメージ化し

病態を予測して、重症度・緊急性を判断していく必要

があるので、適切な時間はどれだけとは言い切れな 

い。 

電話トリアージシートの記述の分析の結果、カテゴリ

C が最も多かった。 

カテゴリCの具体例では、頭部外傷の症例に対して、

腫脹、出血、吐気、意識レベルの確認はしているが、

受傷時間、受傷時の状況が聞かれていない。また、エ

ビデンスからのアセスメントではなく、教師の口調の印

象から重症度・緊急性を判断しており、危険である。 

電話による相談は、相手が何を必要としているか、相

手のニーズを察知することが大事である。直ちに来院

する必要があるか、来院の方法や患者が必要としてい

るケアや、重症度・緊急性を判断し、対応しなければ

ならない。 

A～F では患者の既往歴や発症経過などの情報を

統合しての判断が出来ておらず、これは、フィジカル

アセスメント能力に欠けるためではないかと考える。救

急看護の中ではフィジカルアセスメント能力は必須で

あり、看護の基本でもある。当院の外来の体制は、午



前は各科外来、午後は外来又は手術、17 時からは 2

名の看護師が当直をしている。その中で専門的な教

育は各自で行うのみであり、ファーストエイドや BLS な

どの資格を持っている看護師は少ない。 

平尾は「 電話トリアージに必要な看護能力として、1.

病態・症状に対する知識 2.情報を引き出すコミュニケ

ーション能力 3.電話での患者本人・家族に対する応

急手当などの指導力、電話トリアージに影響を与える

因子として、4.医療スタッフの能力」１)  をあげてい

る。 

当院でも、救急看護師の自覚と責任を持ち、電話内

容の記録を残して評価していくこと、救急外来の特殊

性と救急医療・看護について研修会を開くなどの教育

や、初期対応のガイドラインの作成をしていく必要が

ある。そうすることで、看護実践力のアップにつながり、

救急外来の看護師がやりがいを持って働くことができ、

地域住民から信頼される電話トリアージにつながる。 

 

Ⅴ．結論 

・当院の夜間の救急外来受診患者は、年齢別では

65 歳以上の高齢者が最も多く、疾患別では全科

の疾患が対象で、電話のあった時間帯は、17 時

～21 時59 分が全体の約 4 分の 3 を占めた。 

・当院救急外来当直看護師の電話トリアージでは、

68%がエビデンスや関連性を持たずに対応して

おり、32%がエビデンスや関連性を持って対応し

ていた。 

・当院でも、看護師のやりがいやスキルアップのた

めに、救急看護の教育が必要。 
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転倒ハイリスク患者家族による転倒予防のための対処行動 
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はじめに 

自宅退院した高齢者は自分自身で転倒予防行動

を意識的にとっていかなければならない１）。しかし、

在宅療養においては認知機能の低下により、なんら

かの家族による援助や介護社会サービスが必要に

なることが多い。このような場合、家族を含めた周

囲の支援が重要となる。それぞれの家族の生活像を

予測し、退院後の患者やその主介護者の生活状況の

実態に関心を持ち、知ることが今後の援助のために

必要である。自分で転倒に対する対処行動がとれる

患者を対象とした研究２）３）や、退院後の療養生活全

般に対する家族の思いを対象とした研究４）５）はある。 

しかし、転倒に対して対処行動がとれない患者を

もつ家族が、患者の在宅療養における転倒予防を目

的とした対処行動に関する研究は見当たらなかっ

た。 

 

Ⅰ．研究の目的 

転倒ハイリスク患者の主介護者が、在宅療養にお

いて転倒を予防するためにどのような対処行動を

とっているか明らかにすることである。 

また、今後の転倒予防のための家族指導について

の示唆を得る。 

 

Ⅱ．研究方法 

・対象者 

Ａ病院を退院し、１～３ヶ月経過した７５才

以上の高齢者で四肢の骨折や脳血管疾患の後

遺症により、四肢の機能障害があり、転倒転

落アセスメントスコアシートの危険度３で、

認知機能がNM スケール４２点以下の、自分

で対処行動がとれずに退院直前まで転倒予防

対策をとっていた患者（以後、転倒ハイリス

ク患者という）の主介護者で、本研究の趣旨

に同意し、同意書に署名を得た6名。 
・研究デザイン 

質的記述的研究 

・データ収集期間 

2010年８月～201１年９月 

・データ収集方法 

対象者に半構成的な面接を行い、40～50分程

度で、日常生活場面において転倒を予防する

ための行動や手段について思いを交え語っ

てもらった。面接内容は同意を得たうえで録

音し逐語録に記述した。また、面接時の非言

語的な反応にも細心の注意を払いメモに記

録した。 

・分析方法 

面接した逐語録を熟読し、記述されたデータ

にコード名を付けた。コード名同士を見比べ、

共通点、相違点ごとに分類しサブカテゴリと

し、さらに抽象度をあげ、サブカテゴリから

カテゴリを生成した。 

・倫理的配慮 

研究計画書の段階で、研究者が所属する施設

の倫理委員会の承認を受け実施した。対象者

には研究の趣旨を口頭と書面で説明した。イ

ンタビューは録音すること、参加は自由であ

り不参加でも不利益を受けないこと、途中で

中断してもよいこと、データは研究以外では

使用しないこと、面接した内容は発表終了後

破棄すること、プライバシーは保障すること

を約束し、参加の同意を署名で得た。 

 



Ⅲ．結果 

四肢の骨折や脳血管疾患の後遺症により、ADL レ

ベルや認知機能が低下した転倒ハイリスク患者の

主介護者が実施する、転倒予防の対処行動は、【行

動範囲を限定する】【一人にしない】【注意を喚起す

る】【安定した行動がとれるように配慮を巡らす】

【転んだら仕方がない】の５つのカテゴリが抽出さ

れた。 主介護者には、転倒させたくない、転倒さ

せてはいけない、という思いが根底にある。そのた

め患者の【行動範囲を限定する】【注意を喚起する】

また、患者を【一人にしない】患者が【安定した行

動がとれるように配慮を巡らす】の４つの対処行動

があり、それぞれ有機的なつながりをもって作用し

ていた。 

この４つの対処行動は、場面に応じて単独で、あ

るいは重複して用いられていた。主介護者は患者と

の日常生活のあらゆる場面において、患者に注意を

払い、また気配りや配慮を巡らしていた。主介護者

にとって気疲れが絶えない状況であった。しかしな

がら、これだけやっていても転倒のリスクが高いこ

と、患者の諸機能の危うさを認めざるを得ず、【転

んだら仕方がない】と対処の限界も感じていた。 

表１．主介護者の対処行動 

カテゴリー サブカテゴリー

1.行動範囲を限定する 日常生活行動の実態を把握する

行動範囲を制限しておく

夜は寝てもらう

2.一人にしない なるべく一緒にいる

他者にも見守りの協力を得る

近くで眠る

3.注意を喚起する 行動時は見守りと声掛けする

おかしいなと思ったらすぐに見に行く

不在時の様子を聞く

転ばないように言い聞かせる

４.安定した行動がとれるように配慮を巡らす そばで手を貸す

予防具を設置する

つまずき・滑りの要因を排除する

5.転んだら仕方がない 転んだら仕方がない  

 

Ⅳ．考察 

１． 転倒ハイリスク患者への対処行動について 

転倒ハイリスク患者の主介護者は患者に代わっ

て転倒に対し、注意を払いサポートしていた。主介

護者は、患者に対し、痛い思いをさせたくない、再

転倒はさらなる機能低下を引き起こし、寝たきりに

なると考えていた。主介護者は責任とプライドを持

って介護しており、再転倒は、患者と患者を取り巻

く家族への罪悪感や、後悔をおそれていると推測さ

れる。また、転倒させた場合に主介護者自身への介

護の負担が増すことから、転倒させたくない、転倒

させてはいけないという思いが根底にあると考え

られる。主介護者の精神的、肉体的負担は大きく、

介護にも限界を感じざるを得ず、【転んだら仕方が

ない】と考えることで、ある程度自分を納得させ、

介護が続けられていると思われる。 

今回の対象者が住むこの地域では高齢化が進み、

高齢化率は４０％を超えている。また地域柄、家族

の世話をするのは女性の役割であるという傾向が

強くある。高齢である妻が主介護者である場合は、

主介護者自身にも転倒のリスクが予測され、炊事、

洗濯など主婦としての家庭内での役割を果たしな

がらも、老々介護を続けている。嫁や娘の立場であ

っても、仕事を続けながら、自分の時間を割き、社

会資源を利用したり、家族の協力を得たりしながら、

なんとか在宅介護をしている。主介護者自身の体力

的、精神的負担は計り知れない。私たち看護師は、

単に家族構成を見るのではなく、主介護者から思い

を引き出し、それぞれの家族の価値観や、人間関係、

対処能力など、十分把握しておく必要がある。その

人の介護負担を考慮しながら支援する必要がある。 

２．看護実践への示唆 

主介護者は、試験外泊や、家屋評価による住宅改

修を行い、サービス調整をして在宅介護を始めてい

る。しかし、実際に生活してみるとどうしたらいい

のかわからず、迷いながら介護していた。試験外泊

の際には単に自宅に寝泊まりしてくるだけではな

く、家族全体のライフスタイルを踏まえた上で、患

者が望む生活を取り込めるかを実践してみること

を家族の方に十分説明した上で、試験外泊に臨む必

要がある６）。家族は退院間際になっても、患者の活

動状況や認知度を十分に理解していないことがあ

る。そのため、私たちから見る患者像と、家族から

見る患者像が食い違っていることがあり、退院後、

必要な対処行動がとれないことがある。私たちは、

入院中から家族にも患者の活動レベルを知っても

らうために面会の機会を増やすように働きかけ、患

者の移動方法を一緒に見てもらい、安全な移動の方



法や、転倒予防の工夫の仕方についても詳しく説明

し、技術を伝えていく必要がある。そして、主介護

者の不安を取り除き、これなら介護が出来ると納得

するまで繰り返し説明していかなければならない。 

看護師は、長期間にわたって介護していかなけれ

ばならない家族の思いをくみ取り、介護が過重な負

担にならないように、あるいは負担を分かち合う関

わりが重要不可欠である。もし万が一転倒しても否

定的な思いを抱く事のないように伝え、主介護者の

日々の努力を称賛し、次の対処行動を共に考えてい

かなければならない。私たちは主介護者と信頼関係

を築き、いつでも相談できる存在であり続けなけれ

ばならない。 
 

Ⅴ．結論 

本研究は、在宅療養における転倒ハイリスク患者

の主介護者の転倒予防の対処行動を明らかにする

ものであった。質的に分析した結果、転倒ハイリス

ク患者の主介護者の対処行動として、【行動範囲を

限定する】【一人にしない】【注意を喚起する】【安

定した行動がとれるように配慮を巡らす】【転んだ

ら仕方がない】の５つのカテゴリが見出された。患

者の【行動範囲を限定する】【注意を喚起する】ま

た、患者を【一人にしない】患者が【安定した行動

がとれるように配慮を巡らす】の４つの対処行動が

あり、単独に実施される場合もあれば、同時に複数

あるいは全てが絡み合いながら有機的なつながり

をもって作用していた。主介護者は出来る限りの転

倒予防対策をしているという自負と、それでも完璧

に転倒を予防することは困難であると認識してお

り、【転んだら仕方がない】という対処の限界を感

じていた。 
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在宅療養困難であった NIPPV 装着患者の退院支援を経験して 
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キーワード：非侵襲的陽圧換気療法、筋緊張性ジストロフィ、ADL、退院支援 

 

 

 

はじめに 

今日の医療技術の進歩や介護保険導入により、医

療依存度の高い患者の在宅療養が可能となっている。

しかし、本人及び家族の精神的負担は非常に大きく不

安と葛藤を抱きながら在宅療養を送っていることが多

い。 

今回 S 病院において非侵襲的陽圧換気療法（以下、

NIPPV と記す）を導入している患者が、退院後短期間

で3度の入退院を繰り返し、主治医より「在宅療養は難

しい」と療養型病棟に転棟してきた患者が、在宅復帰

できた事例を経験した。先行研究では在宅療養困難

事例の退院支援に関する研究はされているが、

NIPPV 装着患者の退院支援に関する研究は見当たら

なかった。 

 

Ⅰ．研究目的 

事例を振り返り、患者と共に段階的に目標設定する

ことで主体的に取り組み、退院できた要因を明らかに

したいと考えた。 

 

Ⅱ．用語の定義 

NIPPV とは、非侵襲的陽圧換気療法を言う。 

入院期間とは、療養型病棟に入院していた期間を

言う。 

 

Ⅲ．研究方法 

 ・研究デザイン 

   事例研究 

 ・研究期間 

   2011 年5 月11 日～7 月22 日 

  

・分析方法 

カルテより在宅療養ができたプロセスを抽出した 

 

Ⅳ．倫理的配慮 

本研究は、研究計画書を作成しＳ病院の倫理委員

会の承認を受け実施した。対象者には、研究の趣旨を

口頭と文章で説明し参加は自由であること、不参加で

も不利益を受けることはないこと、プライバシーは保護

することを約束し参加の署名・同意を得た。 

 

Ⅴ．事例紹介 

氏名：Ａ氏 56 歳 男性 

病名：筋緊張性ジストロフィ 

家族構成：妻、娘夫婦、孫２人の 6 人家族 

職業：自営業 

1 回目・２回目の入院経過のあらすじ 

1 回目の入院は肺炎のため加療目的で入院となる

が、呼吸状態は安定せず NIPPV を終日装着となった。

嚥下状態は喉の力が全体的に低下しているため、経

口摂取は難しく経腸栄養導入となり、経鼻胃管カテー

テル管理となる。肺炎の症状も安定しリハビリ目的で

療養型病棟へ転棟した。転棟後、NIPPV の離脱時間

の延長・歩行器での歩行訓練をメインに行い、NIPPV

の離脱時間は 1 時間程度、歩行器歩行は、8ｍほど歩

行でき目標達成のため退院となる。 

しかしその 2 週間後、下痢症・発熱のために再入院

となる。再入院時の状態としては呼吸状態の悪化によ

り NIPPV は終日装着に戻り、起居動作には軽介助が

必要で、歩行器歩行は出来ない状態だった。経腸栄

養剤の変更により症状は軽快し、主治医は退院をす

すめたが、本人が NIPPV の離脱時間の延長・歩行器



での歩行訓練を希望し、再び療養型病棟へ転棟した。

NIPPV は少しずつ離脱する時間をもて 1 時間外せた

が、歩行器歩行は冷汗などの症状がみられたことで、

消極的となり歩行訓練を拒否することが多く、ADL の

拡大を図れないまま退院となる。 

 

Ⅵ．看護の実際 

3回目の入院を第1期（安定した療養生活を送ること

を目的とする時期）と第2期（在宅療養に自信が持てる

ことを目的とする時期）に分けて述べる。 

第 1 期の看護上の問題：呼吸困難を繰り返すため、

在宅療養が困難である。看護目標：1)栄養状態を改善

し、呼吸が安定する。2)NIPPV を外し入浴ができる。と

設定し看護介入した。 

栄養状態をアセスメントした結果、栄養改善を図っ

た。経腸栄養剤の増量により、徐々に体重増加や BMI

の改善が見られたが、それだけでは十分量とは言え

ず、経口摂取を試みた。その結果、経腸栄養剤のみ

の時より体重増加は顕著であった。栄養状態の改善

が嚥下状態の改善に繋がったと言える。これをきっか

けに、NIPPV を外すことに対して積極性が見られ、時

間も延長し、入浴することができた。その後、Ａ氏から

「寝たきりになりたくない」「店の電話番くらいしたい」と

いう思いを聞き、在宅療養に向けての看護介入（第 2

期）をすることにした。 

目標は 4 つあり、1 つ目は、呼吸状態の安定と体力

の増強を図るため、経口摂取が継続でき、目標体重が

50㎏になる。2つ目は、妻が配達中に（NIPPVの）マス

クが外れたらどうしようという不安解消のため、NIPPV

の着脱が自分で出来る。3 つ目は、１か月に 1 回の経

鼻胃管カテーテルの交換時の苦痛と汚れが気になる

ため、経鼻胃管カテーテルの自己管理が出来る。4 つ

目は、自宅の浴室は、居室から 15ｍほどあるので、そ

れくらいは歩けるようになりたいということから、歩行器

歩行で浴室までの往復が出来る、とした。転棟後56日

目には、全ての目標が達成でき「22 日に退院するわ」

と退院を前向きに受け入れられるようになった。 

 

Ⅶ．考察 

段階的に患者と共に目標設定するということは、Ａ

氏にとって達成可能な目標となり、達成することでＡ氏

の自信に繋がり、次へのステップアップの原動力とな

ったと考える。本来壮年期の特徴として、体力的には

下り坂であるが、社会的役割は充実していて、第 2 の

生活設計を立て直す時期とされている１ 
 ）。Ａ氏は病

気により筋力は著しく低下し、歩くことはできず、呼吸

もNIPPVの力を借りなければ、生活できない状態にま

で低下していた。そして、社会的役割の変更は余儀な

いことだった。しかし、目標達成することで、自信を取

り戻し、第 2 の生活設計を立て直すよう目標設定でき

たことは、自分自身の問題に気づき、解決したいという

気持ちになったため、本来の発達段階に応じた能力

が発揮できたと言える。そして、看護師の方はＡ氏の

気持ちを理解し、一緒に問題解決に取り組むことが看

護実践に繋がったと言える。 

また、在宅療養を考えたとき、次のようなことも言え

る。退院調整とは、「患者・家族が主体的な参加のもと、

退院後も自立した自分らしい生活が送れるように、教

育指導を提供し、諸サービスの活用を支援するなど、

病院内外においてシステム化された活動・プログラム」

と定義されている。２ 
 ）また、高砂3 

 ）は、「病院内外に

おけるシステムを構築するためには、退院カンファレ

ンスなど、顔が見える連携の重要性を退院後も病院内

外での関係機関が利用者の情報を共有できる環境づ

くり（後方支援）が必要になると考える」と述べている。

現在、療養型病棟内に短期入所者の受け入れる体制

がある。このことは、医療依存度の高い利用者及び家

族にとって、精神的・身体的不安の軽減になると考え

る。そして、繰り返す入退院にもかかわらず、家族も在

宅復帰に前向きに考え、受け入れることができた要因

ではないかと考える。 

 

Ⅷ．結論 

・病状の安定は、患者自身の療養生活をより良いも

のにしたいという気持ちの変化に繋がる。 

・段階的に患者と共に目標設定するということは、より

身近な目標として捉えることができ、達成するという

ことは自信に繋がる。 

・目標達成の積み重ねは、自ら新たな目標設定をう

みだそうとする行動変容に繋がる。 



・成功体験が、不安を解消し在宅復帰を前向きに向

かわせた。 

 

Ⅸ．おわりに 

入退院を繰り返すことで、在宅療養に不安を抱えて

いる患者・家族は多くいる。今回の事例では、患者と

共に段階的に目標設定し達成できたことが、自信に繋

がり在宅復帰できた要因と言える。 

今後、患者自身に問題解決能力があるならば、その

問題を患者自身に気づかせ、一緒に問題解決に取り

組めるように関わっていきたい。また、在宅療養を困

難にしている要因は、ケースごとに違いがあり、退院

調整のあり方もその患者・家族に合うように考え検討し

ていきたい。 
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足関節持続灌流後に足関節背屈制限を生じた一症例 ～独歩獲得を目指した試み～ 
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【はじめに】 

今回、右足関節開放骨折術後に化膿性関節炎

と診断され、長期間の持続灌流を余儀なくされた

症例を担当した。本症例は関節可動域（以下、

ROM）制限、歩行能力低下を来し、それらを改善

することに難渋した。しかし、距骨下関節 Rocker 

Function に留意した運動療法をすすめたことで独

歩獲得に至った。今回、その経過に若干の考察を

加え報告する。 

尚、本報告を行なう趣旨を症例に口頭にて十分

に説明し同意を得た。 

 

【症例紹介】 

７０歳代男性、診断名は右足関節開放骨折であ

る。 

X日受傷、同日当院にて創外固定施行。X+6日

目、骨接合術施行。その後、術後の検査結果によ

り化膿性関節炎と診断され、X+11 日目、創部処置

を実施。翌日より理学療法開始となった。 

主治医からは免荷と、bedside での ROM-ex（前

足部のみ）の指示があった。 

 

【理学療法と経過】 

X+１４日目、抗生剤の点滴を実施。しかし、感染

の鎮静化が得られず、下腿切断の可能性が生じ

た。 

X+２１日目、デブリードマンを施行し，創部開放

状態での持続灌流が開始された．  

X+４３日目、持続灌流終了。足部に著明な腫脹、

熱感、発赤がみられた。ROMは背屈－10°、底屈

20°、回内・外 0°、下肢筋力低下が認められた。 

X+５６日目、創部閉鎖施行。主治医から足関節

の ROM-ex 許可と、安静時のシーネ固定が指示さ

れた。本症例は、著明な足関節 ROM 制限を生じ

ていたため、自主トレーニングで下肢 ROM-ex を

指導した。 

X+６７日目、出療可能の指示が出された。ROM

は背屈 0°に改善が認められた。 

X+８４日目、1/3 荷重開始。主治医からは、単に

荷重を増大させること、筋を素早く動かす動作は

化膿性関節炎を悪化させ、また距腿関節の変形を

助長させるリスクがあると言われた。そこで、部分荷

重は特に足関節アライメントの評価に重点をおい

てすすめた。運動療法は、DYJOC 訓練を積極的

に取り入れて実施した。物理療法は、超音波療法

を用いて実施した。 

X+９７日目、1/2 荷重開始。 

X+１０６日目、2/3 荷重開始。これらの期間で足

関節背屈 5°、回内・外 0°で、ほとんど改善がみ

られなかった。アーチ高率は 5.6％であった。 

X+１１６日目、全荷重開始。足関節 ROM とアー

チ高率に改善はなく、10m 歩行（T 字杖自立レベ

ル）25.58 秒、ステップ長 42.0cm。また、足関節背

屈のROM制限により、立脚中期から後期にかけて

の前方への重心移動の困難さを認め、膝・股関

節・体幹の代償動作が出現し、腰部に愁訴があっ

た。 

そこで、足関節背屈を更に改善するために、距

骨下関節に留意した徒手・運動療法を実施した。 

結果、X+１３０日目に、足関節 ROM背屈 10°、

回内・外 5°、アーチ高率 9.6％と改善がみられ、

10m 歩行（独歩自立レベル）11.09 秒、ステップ長

53.0cm となり、立脚中期から後期にかけての代償

動作と腰部の愁訴の軽減が認められた。 



 

【考察】 

本症例は、化膿性関節炎による著明な腫脹、足

関節の変形、長期の創部開放状態での持続灌流

など、多くの影響を受けたことにより、治癒に難渋

する足関節背屈制限を有し、独歩困難であると考

えられていた。けれども、X+１３０日目に独歩獲得

に至った。 

沖田によると「足部の ROM制限を有する症例に

対しては、距腿関節の底背屈の可動域をできる限

り得るとともに早期から足根骨や中足骨の動きを得

ることが不可欠である」と述べている。本症例は、

早期から前足部の ROM-ex が許可され前足部の

ROM 制限はなかった。しかし、歩行の際、前方へ

の重心移動が困難であり、膝・股関節、体幹に代

償動作が認められ歩行困難であった。 

これらの原因は、足関節と後足部の ROM 制限

を有したため、歩行時のRockerFunction が機能低

下し、結果、AnkleRocker における足関節を中心と

した円軌道が行なえず、前足部である中足趾関節

（MP 関節）へ回転軸の移動がスムーズに行なえて

いないことだと考えられた。 

そこで足関節の背屈改善を図るために、変形し

た距腿関節ではなく、主に距骨下関節の動きを改

善することを目的にアプローチを行った。 

吉野によると「距骨下関節の可動性低下による

補償機能の不全も距腿関節の荷重集中に深く関

与している」と述べている。 

このことからも分かるように、本症例の独歩獲得

は、①距骨下関節の ROM 拡大と併に得られた足

関節の背屈改善。 

②AnkleRockerからForefootRockerの回転軸の

移動がスムーズになり、距腿関節の荷重ストレスが

減少。これらによって得られたと考える。 

 



脛骨高原骨折を受傷した症例に対し早期から CKCエクササイズを実施したが、 

荷重開始後のアライメント不良を呈した 1症例 
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【はじめに】 

 本症例は、重度の脛骨高原骨折を受傷し、骨折

周囲の組織や関節腔内の出血による多大な侵襲

を来たした。そのため、一次的要因に加え、二次

的要因によっても、機能低下が引き起こされること

が予想された。その中でも、メカノレセプターの障

害に重点を置いたアプローチを初期から積極的に

行った結果、非荷重時の関節制御は改善された。 

しかし、荷重開始後の関節制御を獲得すること

が困難であった。それに対し、アプローチ方法を

再考した結果、関節制御が改善し腫脹が軽減、独

歩を獲得するに至った。今回、この症例の経過に

若干の知見を加えて報告する。 

尚、今回の発表に関して、本症例に説明をして

同意を得た。 

 

【症例紹介と経過】 

６０歳代女性、脚立からの転落で左脛骨高原骨

折を受傷し当院受診、手術目的で入院となる。本

症例における脛骨高原骨折は AO 分類 C‐3 で、

内側側副靱帯損傷も合併していたため、構造的な

関節不安定性を呈していた。 

また、下腿から足部にかけて腫脹を来たしたた

め、手術適応となるまで６日間の安静を要した。そ

の結果、軟部組織の機能低下などの二次的な障

害が助長され、機能的な関節不安定性を呈した。 

１２病日より理学療法（以下 PT）開始。PT 開始

時は、下腿最大周径が健側比＋7.5cm で、安静時

疼痛（NRS5）があり、触診や下肢下垂位で疼痛が

増強（NRS10）するため、PT 遂行が困難であった。

また、自動運動時に“足をどう動かしていいかわか

らない”との訴えがあり、関節可動域（以下 ROM）

は、膝関節屈曲 active50°であった。 

そこで、疼痛軽減、および二次的な障害の改善

を目的としたリンパドレナージ、そして最も重要だと

考えたメカノレセプターの賦活による動的安定性

の再獲得を目的とした動的関節制御（以下

CKCex）を早期から積極的に行った。 

１９病日には、下腿最大周径が健側比＋5.0cm

となり、侵害刺激が軽減し、疼痛が改善（NRS0～

3）した。そのため、メカノレセプターからの感覚フィ

ードバックが増加し、CKCex が効果的に行えるよう

になり、その結果、“どう動かしていいかわからな

い”という訴えがなくなった。４０病日には、膝関節

屈曲ROMがactive110°に改善し、徐々に膝関節

の動的安定性を獲得できた。６８病日より部分荷重

開始となる。 

このように本症例においては、荷重開始前に膝

関節の動的安定性が獲得できたので、その安定

性を維持したまま荷重訓練が進められると考えて

いた。しかし、いざ荷重開始となると、荷重位では

股関節・膝関節屈曲、膝外反位となり、関節不安

定性と共に、“足を踏ん張っている感じがない”とい

う訴えが出現した。さらに、荷重訓練後には下腿腫

脹が増悪し、これらが原因で荷重訓練を円滑に進

めることが出来なかった。 

そこで、『歩行』に目を向けてアプローチ方法を

再考したところ、アライメントが改善し、荷重訓練後

の腫脹増悪も軽減し、最終的には独歩獲得、９９

病日に退院となった。 

 

 



【考察】 

ＰＴ開始早期から CKCex を行ったことで、非荷

重位での膝関節安定性が獲得でき、円滑な立位、

歩行訓練への移行が期待された。しかし、荷重開

始となると、下肢のアライメント不良が生じ、下腿の

腫脹は増悪し、荷重位での訓練は難渋した。そこ

で着眼点を、膝関節中心の動きから、歩行の中で

の下肢全体の協調した働きに変更してアプローチ

を再考した。 

本症例は股関節伸展位での関節制御が困難で

あり、特に立脚初期から中期にかけての不安定性

が顕著であったため、歩行訓練の中で場面設定

や運動課題を考慮しながら行った。その結果、不

安定性は改善され、独歩獲得となった。 

 石井は、『運動は、個体、環境、運動課題の相互

作用によって発生する』『靱帯や関節包などの関

節周囲組織の緊張バランスの変化は、個体の内部

状況を劇的に変化させてしまうため、運動課題と環

境に相互作用するための新たな探査を行い、より

適切な運動戦略を組織化することが大切である』と

述べている。 

本症例において、初期では膝関節の関節制御

を意識したアプローチを行ったことで、靱帯や関節

包、筋などの損傷により緊張バランスが変化した膝

関節での神経－筋再教育をすることが出来た。し

かし、運動戦略の組織化という部分への考慮が足

りなかったため、荷重開始と同時に問題が露呈し

た。そこで、『歩行』という運動に目を向けたアプロ

ーチに変更したことで、新たに運動戦略を組織化

することができ、歩行獲得に至ったと考える。 

 

【まとめ】 

荷重前の CKCex では一定の効果が得られたが、

『歩行』という運動課題を考慮できていなかったた

め荷重開始後に問題が露呈した。 

今後は、歩行を意識した運動課題を荷重前から

行い、運動戦略の組織化に向けた準備を図ってい

くことが大切であると学んだ。 
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